
松江市ひとにやさしいまちづくり条例施行規則 

 

 (趣旨) 

第 1 条 この規則は、松江市ひとにやさしいまちづくり条例(平成 20 年松江市

条例第 36 号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 (特定施設) 

第 2 条 条例第 2 条第 3 号の規則で定める施設は、別表第 1 に掲げる施設とす

る。 

 (特別特定施設) 

第 3 条 条例第 2 条第 4 号の規則で定める施設は、別表第 1 特定施設の欄に掲

げる施設のうち、同表特別特定施設の欄に掲げる施設とする。 

 (特定車両等) 

第 4 条 条例第 2 条第 6 号の規則で定める一般旅客の用に供する鉄道の車両、

自動車及び船舶は、次に掲げるものとする。 

(1) 鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成 13 年国土交通省令第 151

号）第 2 条第 1 項第 12 号に規定する鉄道事業の用に供する旅客車 

(2) 道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第 3 条第 1 号イに掲げる一般乗

合旅客自動車運送事業の用に供する自動車（一般乗合旅客自動車運送事業

者が旅客の運送を行うためその事業の用に供する自動車にあっては道路運

送法第 5 条第 1 項第 3 号に規定する路線定期運行の用に供するものに限

る。） 

(3) 道路運送法第 3 条第 1 号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用

に供する自動車 

(4) 海上運送法(昭和 24 年法律第 187 号)第 2 条第 5 項に規定する一般旅客



定期航路事業の用に供する船舶 

 (特定工作物) 

第 5 条 条例第 2 条第 7 号の規則で定める工作物は、次に掲げるものとする。 

(1) 信号機 

(2) 公衆電話所 

(3) 乗合自動車の停留所 

(4) 案内標識（道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 45 条第 1 項に規定する

道路標識を除く。） 

(5) 現金自動支払所 

(6) 自動販売機 

 (整備基準) 

第 6 条 条例第 13 条第 2 項の規則で定める整備基準は、別表第 2 のとおりとす

る。 

 (特別特定施設の新築等の届出) 

第 7 条 条例第 17 条の規定による届出は、当該工事の着手予定日の 21 日前ま

でに、特別特定施設新築等届出書（様式第 1 号）に、施設整備項目調書（様

式第 2 号）及び別表第 3 に掲げる図書を添えて行うものとする。 

 (変更の届出) 

第 8 条 条例第 17 条後段の規定による届出の内容の変更の届出は、あらかじめ

特別特定施設新築等変更届出書（様式第 3 号）に施設整備項目調書及び別表

第 3 に掲げる図書（変更に係るものに限る。)を添えて行うものとする。 

2 条例第 17 条後段の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 整備基準が適用されない部分の工事の内容の変更 

(2) 工事の着手又は完了の予定年月日に係る変更 

 (工事完了の届出) 



第 9 条 条例第 20 条第 1 項の規定による工事完了の届出は、特別特定施設新築

等完了届出書（様式第 4 号）により行うものとする。 

 (適合状況の報告) 

第 10 条 条例第 21 条第 1 項の規定による適合状況の報告は、特別特定施設適

合状況報告書（様式第 5 号）により行うものとする。 

 (公表) 

第 11 条 条例第 23 条第 1 項の規定による公表は、市広報及び市ホームページ

に掲載する方法により行うものとする。 

 (身分証明書) 

第 12 条 条例第 24 条第 2 項に規定する職員の身分を示す証明書は、身分証明

書（様式第 6 号）によるものとする。 

 (特例) 

第 13 条 条例第 25 条第 1 項の規則で定める者は、次に掲げるものとする。 

(1) 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 18 条の規定の適用について、

法令の規定により国又は地方公共団体とみなされる法人 

(2) 土地開発公社 

(3) 観光開発公社 

 （書類の提出部数） 

第 14 条 条例の規定により市長に提出する書類の提出部数は、正本及び副本各

1 部とする。 

 (組織) 

第 15 条 条例第 33 条第 1 項に規定するひとにやさしいまちづくり推進会議（以

下「推進会議」という。）は、15 名以内の委員をもって組織する。 

 (委員) 

第 16 条 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委



嘱する。 

2 委員の任期は、2 年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第 17 条 推進会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 会長は会務を総理し、推進会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 18 条 推進会議の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

(運営) 

第 19 条 会議は公開とする。ただし、会長は、会議の公正で円滑な運営が損

なわれるおそれがあると認めるときその他特に必要があると認めるときは、

出席者の 3 分の 2 以上の同意を得て、これを公開しないことができる。 

2 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見を

聞くことができる。 

3 前 2 項に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

(雑則) 

第 20 条 この規則施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 (施行期日) 



1 この規則は、平成 21 年 1 月 1 日から施行する。 

 (経過措置 ) 

2 この規則の施行の日以後最初に開かれる推進会議の会議は、第 18 条の規定

にかかわらず、市長が召集する。  



 

 

別表第 1(第 2条、第 3条関係) 

1 建築物 

区分 特定施設 特別特定施設 

医療施設 病院、診療所 すべての施設 

薬局 薬局 用途面積が 100 平方メートル以上

の施設 

興行施設 劇場、映画館、観覧場及び演芸場、

その他これらに類する施設 

用途面積が 500 平方メートル以上

の施設 

集会場 公民館、冠婚葬祭施設、研修施設 すべての施設 

展示施設 展示場、資料館、その他これらに類

する施設 

用途面積が 1,000 平方メートル以

上の施設 

物品販売業を営

む店舗 

百貨店，マーケット等物品販売業を

営む店舗、給油取扱所 

用途面積が 300 平方メートル以上

の施設 

卸売市場 卸売市場   

宿泊施設 旅館業(下宿営業を除く。)の施設 １棟あたりの用途面積が 500 平方

メートル以上の施設 

社会福祉施設等 老人福祉施設、有料老人ホーム、介

護老人保健施設、障害者支援施設、

身体障害者更生援護施設、精神障害

者社会復帰施設及び知的障害者援護

施設、児童福祉施設、隣保館、その

他これらに類する施設 

すべての施設 

体育施設 体育館、水泳場、ボウリング場、ゴ

ルフ場、スケート場及びスポーツの

練習場、その他これらに類する施設

用途面積が 500 平方メートル以上

の施設 

遊興施設 ぱちんこ屋、カラオケボックス、そ

の他これらに類する施設 

用途面積が 500 平方メートル以上

の施設 

文化施設 図書館、博物館、その他これらに類

する施設 

すべての施設 

公衆浴場 公衆浴場 すべての施設 

飲食店 食堂、レストラン、喫茶店等飲食業

を営む店舗 

用途面積が 300 平方メートル以上

の施設 

理容所及び美容

所 

理容所、美容所 用途面積が50平方メートル以上の

施設 

金融機関等の施

設 

農林中央金庫の事務所、商工組

合中央金庫の事務所、農業協同

組合又は農業協同組合連合会

の事務所、金融商品取引所の本

店、支店その他の営業所、水産

業協同組合の事務所、信用協同

組合の事務所、信用金庫の事務

所、労働金庫の事務所、銀行の

本店、支店その他の営業所 

すべての施設 

通信施設 郵便事業株式会社又は郵便局

株式会社の事務所若しくは営

業所 

すべての施設 

公共交通機関の

施設 

鉄道の旅客駅、港湾旅客施設、バス

ターミナル 

すべての施設 

サービス業を営

む店舗等 

質屋の営業所、クリーニング所(洗濯

物の処理のみを行うものを除く。) 、

貸衣装屋、旅行代理店、飼育動物診

療施設、学習塾、華道教室、囲碁教

用途面積が 100 平方メートル以上

の施設 



 

 

室等、その他これらに類する店舗 

公衆便所 公衆便所 すべての施設 

駐車場 一般の用に供する自動車駐車施設 駐車の用に供する部分が 500 平方

メートル以上の施設 

官公庁の施設 国、地方公共団体又は第 13 条で規定

する者が事務を処理するために使用

する庁舎その他の施設 

すべての施設 

事務所 事務所（他の項に掲げる施設に該当

するものを除く。） 

用途面積が 1,000 平方メートル以

上の施設 

火葬場 火葬場 すべての施設 

学校等 学校、専修学校、各種学校自動車教

習所、公共職業能力開発施設、その

他これらに類する施設 

すべての施設 

共同住宅 共同住宅、寄宿舎等 戸数又は室数が 30以上の施設 

工場等 工場、研究所、その他これに類する

施設 

用途面積が 3,000 平方メートル以

上の施設 

観光施設 観光案内所、その他の観光施設 すべての施設 

公共用歩廊 公共用歩廊 すべての施設 

上記に掲げる施設が複合的に存在する施設（共用部分に

直接地上に通ずる主要な出入口を含むものに限る。） 

用途に供する部分の床面積が

1,000 平方メートル以上の施設 

 

2 建築物以外の施設 

区分 特定施設 特別特定施設 

道路 道路法第 2条第 1項に規定する道路

(自動車のみの一般交通の用に供す

るものを除く。)で歩道を設置する

もの 

すべての施設 

公園等 (1) 児童福祉法第 40 条に規定する

児童遊園 

(2) 都市公園法第 2条第 1項に規定

する都市公園 

(3) その他これらに類する公園又

は緑地 

高齢者、障害者等の移動の円滑化

の促進に関する法律に基づく特定

公園施設 

建築物以外の路外

駐車場 

路外駐車場のうち建築物、公園でな

いもの 

駐車の用に供する部分の面積が

500 平方メートル以上の施設 

 

備考 

1 建築物とは、建築基準法第 2 条第 1 号に規定する建築物のうち、同法第 3

条第 1 項各号に規定する建築物及び文化財保護法第 143 条第 1 項又は第 2 項

の伝統的建造物群保存地区内における同法第 2 条第 1 項第 6 号の伝統的建造

物群を構成している建築物以外の建築物をいう。 

2 用途面積とは、特定施設の用途に供する部分の床面積(増築等の場合にあっては、別表第２

に定める整備基準に係る増築等に係る部分の床面積)の合計をいう。 

3 増築等とは、増築、改築、建築基準法第 2 条第 14 号の大規模の修繕及び同

条第 15 号の大規模の模様替えをいう。 



 

 

別表第 2(第 6条関係) 

1 建築物 

整備項目 整備基準 

1 

 

 

 

廊下その他こ

れに類するも

の(以下「廊下

等」という。)

利用者の用に供する廊下等は、次に定める構造とすること。 

ア 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

イ 自動車駐車場、学校等(特別支援学校を除く。)及び共同住宅

等以外の特定施設で用途面積が1,000平方メートル以上のもの

にあっては、階段又は傾斜路(階段に代わり、又はこれに併設す

るものに限る。)の上端及び下端に近接する廊下等の部分(不特

定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用する

ものに限る。)には、視覚障害者に対し段差又は傾斜の存在の警

告を行うために、点状ブロック等（床面に敷設されるブロック

その他これに類するものであって、点状の突起が設けられてお

り、かつ、周囲の床面との色の明度、色相又は彩度の差が大き

いこと等により容易に識別できるものをいう。以下同じ。）を敷

設すること。ただし、勾配が20分の1を超えない傾斜がある部分

の上端及び下端に近接するもの、高さが16センチメートルを超

えず、かつ、勾配が12分の1を超えない傾斜がある部分の上端及

び下端に近接するもの又は直接地上へ通ずる出入口において常

時勤務する者により視覚障害者を誘導することができる場合そ

の他視覚障害者の誘導上支障がない場合は、この限りでない。 

2 階段 利用者の用に供する階段は、次に定める構造とすること。 

ア 踊場を除き、手すりを設けること。 

イ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

ウ 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の

差が大きいこと等により段を容易に識別できるものとするこ

と。 

エ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けな

い構造とすること。 

オ 自動車駐車場、学校等(特別支援学校を除く。)及び共同住宅

等以外の特定施設で用途面積が1,000平方メートル以上のもの

にあっては、段がある部分の上端及び下端に近接する踊場の部

分(不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利

用するものに限る。)には、視覚障害者に対し警告を行うために、

点状ブロック等を敷設すること。ただし、段がある部分と連続

して手すりを設ける場合又は直接地上へ通ずる出入口において

常時勤務する者により視覚障害者を誘導することができる場合

その他視覚障害者の誘導上支障がない場合は、この限りでない。

カ 主たる階段は、回り階段でないこと。ただし、回り階段以外

の階段を設ける空間を確保することが困難であるときは、この

限りでない。 

3 

 

 

階 段 に代わ

り、又はこれ

に併設する傾

斜路 

利用者の用に供する傾斜路(階段に代わり、又はこれに併設するも

のに限る。)は、次に定める構造とすること。 

ア 勾配が12分の1を超え、又は高さが16センチメートルを超える

傾斜がある部分には、手すりを設けること。 

イ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

ウ その前後の廊下等との色の明度、色相又は彩度の差が大きい

こと等によりその存在を容易に識別できるものとすること。 

エ 両側に高さ5センチメートル以上の側壁又はこれに代わるも

のを設けること。 

オ 自動車駐車場、学校等(特別支援学校を除く。)及び共同住宅

等以外の特定施設で用途面積が1,000平方メートル以上のもの

にあっては、傾斜がある部分の上端及び下端に近接する踊場の



 

 

部分(不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が

利用するものに限る。)には、視覚障害者に対し警告を行うため

に、点状ブロック等を敷設すること。ただし、傾斜がある部分

と連続して手すりを設けるものである場合又は直接地上へ通ず

る出入口において常時勤務する者により視覚障害者を誘導する

ことができる場合、その他視覚障害者の誘導上支障がない場合

はこの限りでない。 

4 便所 (1) 利用者の用に供する便所のうち1以上(男子用及び女子用の区

別がある場合にあっては、それぞれ1以上)の便所は、次に定める

構造(用途面積が1,000平方メートル未満の特定施設(公衆便所を

除く。)にあっては、アの(イ)及びウの(イ)に定める構造)とする

こと(共同住宅等を除く。)。 

ア 1以上の便房は、次に定める構造であること。 

(ア) 車いすを使用している者(以下「車いす使用者」という。)

が円滑に利用できるよう十分な空間を確保すること。 

(イ) 腰掛便座及び手すり等を適切に配置すること。 

イ アに定める構造の便房(以下「車いす使用者用便房」という。)

が設けられている便所の出入口又はその付近に、その旨を見や

すい方法により表示すること。 

ウ 1以上の洗面器は、次に定める構造であること。 

(ア) 上端の高さは 70 センチメートル以上 80 センチメートル

以下とし、下端の高さは 60 センチメートル以上とすること。

(イ) 給水栓は、レバー式、光感知式その他操作が容易なもの

とすること。 

(2) 利用者の用に供する男子用小便器のある便所のうち1以上の便

所には、床置式の小便器、壁掛式の小便器(受け口の高さが35セン

チメートル以下のものに限る。)その他これに類する小便器を1以

上設け、その周囲に手すりを設けること(共同住宅等を除く。)。 

(3) 医療施設、興業施設、集会場、物品販売業を営む店舗、宿泊施

設、社会福祉施設等、体育施設、文化施設、飲食店(用途面積が300

平方メートル以上のものに限る。)、公共交通機関の施設、公衆便

所、官公庁の施設及び観光施設にあっては、利用者の用に供する

便所のうち1以上(男子用及び女子用の区分がある場合にあって

は、それぞれ1以上)の便所には、乳幼児を置くことができる設備

を設けた便房を設け、その旨を見やすい方法により表示すること。

ただし、乳幼児を一時的に預けることができる場合は、この限り

でない。 

(4) 医療施設、興業施設、集会場、物品販売業を営む店舗、宿泊施

設、社会福祉施設等、体育施設、文化施設、公共交通機関の施設

及び観光施設で用途面積が1,000平方メートル以上のもの及び公

衆便所にあっては、利用者の用に供する便所のうち1以上(男子用

及び女子用の区分がある場合にあっては、それぞれ1以上)の便所

には乳幼児のおむつ替えができる設備を設け、その旨を見やすい

方法により表示すること。 

(5) 医療施設、興業施設、集会場、物品販売業を営む店舗、宿泊施

設、社会福祉施設等、体育施設、文化施設、公共交通機関の施設、

官公庁の施設及び観光施設で用途面積が3,000平方メートル以上

のもの及び公衆便所にあっては、利用者の用に供する便所のうち1

以上(男子用及び女子用の区分がある場合にあっては、それぞれ1

以上)の便所には洗浄装置付きの汚物流しを設けた便房を設け、そ

の旨を見やすい方法により表示すること。 

5 自動車駐車場 (1) 利用者の用に供する自動車駐車場には、車いす使用者が円滑に

利用することができる駐車施設(以下「車いす使用者用駐車施設」



 

 

という。)を設けること(特別支援学校及び共同住宅等を除く。)。

(2) 車いす使用者用駐車施設は、次に定める構造とすること。 

ア 幅は、350センチメートル以上とすること。 

イ 車いす使用者用駐車施設である旨を見やすい方法により表示

すること。 

ウ 7の項の(1)のウに定める経路の長さができるだけ短くなる位

置に設けること。 

6 敷地内の通路 利用者の用に供する敷地内の通路は、次に定める構造とすること。

ア 路面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

イ 段がある部分は、次に定める構造であること。 

(ア) 手すりを設けること。 

(イ) 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩

度の差が大きいこと等により段を容易に識別できるものとす

ること。 

(ウ) 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設

けない構造とすること。 

ウ 傾斜路は、次に定める構造であること。 

(ア) 勾配が 12 分の 1 を超え、又は高さが 16 センチメートル

を超え、かつ、勾配が 20分の 1を超える傾斜がある部分には、

手すりを設けること。 

(イ) その前後の通路との色の明度、色相又は彩度の差が大き

いこと等によりその存在を容易に識別できるものとするこ

と。 

(ウ) 両側に高さ 5 センチメートル以上の側壁又はこれに代わ

るものを設けること。 

7 

 

 

 

 

 

高齢者、障害

者等が円滑に

利用できる構

造の経路(以

下「移動等円

滑化経路」と

いう。) 

(1) 次に掲げる場合には、それぞれアからエまでに定める経路のう

ち1以上を、移動等円滑化された経路にすること(学校等(特別支援

学校を除く。)を除く。)。 

ア 建築物に、利用者の用に供する居室(以下「利用居室」という。)

を設ける場合 道又は公園、広場その他の空地(以下「道等」と

いう。)から当該利用居室までの経路(直接地上へ通ずる出入口

のある階(以下この項において「地上階」という。)又はその直

上階若しくは直下階のみに利用居室を設ける場合にあっては、

当該地上階とその直上階又は直下階との間の上下の移動に係る

部分を除く。) 

イ 建築物又はその敷地に車いす使用者用便房(車いす使用者用

客室に設けられるものを除く。以下同じ。)を設ける場合 利用

居室(当該建築物に利用居室が設けられていないときは、道等。

ウにおいて同じ。)から当該車いす使用者用便房までの経路 

ウ 建築物又はその敷地に車いす使用者用駐車施設を設ける場合

当該車いす使用者用駐車施設から利用居室までの経路 

エ 建築物が公共用歩廊である場合 その一方の側の道等から当

該公共用歩廊を通過し、その他方の側の道等までの経路(当該公

共用歩廊又はその敷地にある部分に限る。) 

(2) 移動等円滑化経路は、次に定める構造とすること。 

ア 当該移動等円滑化経路上に階段又は段を設けないこと。ただ

し、傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を併設する場合は、

この限りでない。 

イ 当該移動等円滑化経路を構成する出入口は、次に定める構造

であること。 

(ア) 幅は、80 センチメートル以上とすること。 

(イ) 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車

いす使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、そ



 

 

の前後に高低差がないこと。 

ウ 当該移動等円滑化経路を構成する廊下等は、1の項に定めるも

ののほか、次に定める構造であること。 

(ア) 幅は、160 センチメートル(共同住宅等に係るもの、用途

面積が 2,000 平方メートル未満の共同住宅等以外の特定施設

に係るもの、3室以下の専用のもの又は車いす使用者の利用上

支障のないものにあっては、120 センチメートル)以上とする

こと。 

(イ) 50 メートル以内ごとに車いすの転回に支障がない場所を

設けること(共同住宅等を除く。)。 

(ウ) 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車

いす使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、そ

の前後に高低差がないこと。 

エ 当該移動等円滑化経路を構成する傾斜路(階段に代わり、又は

これに併設するものに限る。)は、3の項に定めるもののほか、

次に定める構造であること。 

(ア) 幅は、階段に代わるものにあっては 120 センチメートル

以上、階段に併設するものにあっては 90 センチメートル以上

とすること。 

(イ) 勾配は、12分の 1を超えないこと。ただし、高さが 16 セ

ンチメートル以下のものにあっては、8分の1を超えないこと。

(ウ) 高さが 75 センチメートルを超えるものにあっては、高さ

75 センチメートル以内ごとに踏幅が 150 センチメートル以上

の踊場を設けること。 

オ 当該移動等円滑化経路を構成するエレベーター(カに規定す

るものを除く。この項において同じ。)及びその乗降ロビーは、

次に定める構造とすること(共同住宅等を除く。)。 

(ア) かご(人を乗せ昇降する部分をいう。以下同じ。)は、利

用居室、車いす使用者用便房又は車いす使用者用駐車部分が

ある階及び地上階に停止すること。 

(イ) かご及び昇降路の出入口の幅は、80 センチメートル以上

とすること。 

(ウ) かごの奥行きは、135 センチメートル以上とすること。 

(エ) 乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行

きは、150 センチメートル以上とすること。 

(オ) かご内及び乗降ロビーには、車いす使用者が利用しやす

い位置に制御装置を設けること。 

(カ) かご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在位置

を表示する装置を設けること。 

(キ) 乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を表示する装置

を設けること。 

(ク) 用途面積が 1,000 平方メートル以上の建築物の移動等円

滑化経路を構成するエレベーター及びその乗降ロビーにあっ

ては、(ア)から(キ)までに定めるもののほか、次に定める構

造であること(駐車場に設けるものは除く。)。 

a かご内に、かごが到着する階並びにかご及び昇降路の出入

口の戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設けること。 

b かご内及び乗降ロビーに設ける制御装置(車いす使用者が

利用しやすい位置及びその他の位置に制御装置を設ける場

合にあっては、当該その他の位置に設けるものに限る。)は、

点字により表示する等視覚障害者が円滑に操作することが

できる構造とすること。 

c かご内又は乗降ロビーに、到着するかごの昇降方向を音声



 

 

により知らせる装置を設けること。 

(ケ) 用途面積が 2,000 平方メートル以上の建築物の移動等円

滑化経路を構成するエレベーター及びその乗降ロビーにあっ

ては、(ア)から(ク)までに定めるもののほか、次に定める構

造であること。 

a かごの幅は、140センチメートル以上とすること。 

b かごは、車いすの転回に支障がない構造とすること。 

c かご内には、かご及び昇降路の出入口の戸の開閉状況を確

認することができる鏡を設けること。 

d かご内には、手すりを設けること。 

カ 当該移動等円滑化経路を構成する特殊な構造又は使用形態の

エレベーターその他の昇降機は、車いす使用者が円滑に利用す

ることができるものとして高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令の規定により 特殊な構造及び使用

形態のエレベーターその他の昇降機等を定める件(平成18年国

土交通省告示第1492号)に定める構造とすること。 

キ 当該利用円滑化された経路を構成する敷地内の通路は、6の項

に定めるもののほか、次に定める構造であること。 

(ア) 幅は、160 センチメートル(共同住宅等及び用途面積が

2,000 平方メートル未満の共同住宅等以外の特定施設にあっ

ては、120 センチメートル)以上とすること。 

(イ) 50 メートル以内ごとに車いすの転回に支障がない場所を

設けること。 

(ウ) 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車

いす使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、そ

の前後に高低差がないこと。 

(エ) 路面には、排水溝を設けないこと。ただし、排水溝を設

けない構造とすることが著しく困難であり、かつ、車いす使

用者及びつえを使用する者等の通行に支障のないふたを設け

た場合は、この限りでない。 

(オ) 傾斜路は、次に定める構造であること。 

a 幅は、段に代わるものにあっては120センチメートル以上、

段に併設するものにあっては90センチメートル以上とする

こと。 

b 勾配は、12分の1を超えないこと。ただし、高さが16セン

チメートル以下のものにあっては、8分の1を超えないこと。

c 高さが75センチメートルを超えるもの(勾配が20分の1を

超えるものに限る。)にあっては、高さ75センチメートル以

内ごとに踏幅が150センチメートル以上の踊場を設けるこ

と。 

(3) (1)のアに定める経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性

により(2)のキの規定によることが困難である場合における(1)及

び(2)の規定の適用については、(1)のア中「道又は公園、広場そ

の他の空地(以下「道等」という。)」とあるのは、「当該建築物の

車寄せ」とする。 

8 案内設備 (1) 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等

円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機、便所又は

駐車施設の配置を表示した案内板その他の設備を設けなければな

らない。ただし、当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐

車施設の配置を容易に視認できる場合は、この限りでない。 

(2) 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等

円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機又は便所の

配置を次に定める方法により視覚障害者に示すための設備を設け



 

 

なければならない。 

ア 文字等の浮き彫り 

イ 音による案内 

ウ 点字並びにア及びイに類するもの 

(3) 案内所を設ける場合には、(1)及び(2)の規定は適用しない。 
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案内設備まで

の経路 

(1) 自動車駐車場、学校等(特別支援学校を除く。)及び共同住宅等

以外の特定施設で用途面積が1,000平方メートル以上のものにあ

っては、道等から8の項の(2)による設備又は同項の(3)による案内

所までの経路(不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障

害者が利用するものに限る。)は、そのうち1以上を、視覚障害者

が円滑に利用できる経路(以下「視覚障害者利用円滑化経路」とい

う。)とすること。ただし、建築物の内にある当該建築物を管理す

る者等が常時勤務する案内所から直接地上へ通ずる出入口を容易

に視認でき、かつ、道等から当該出入口までの経路が(2)に定める

基準に適合するものである場合は、この限りでない。 

(2) 視覚障害者利用円滑化経路は、次に定める構造とすること。 

ア 当該視覚障害者利用円滑化経路に、線状ブロック等(床面に敷

設されるブロックその他これに類するものであって、線状の突

起が設けられており、かつ、周囲の床面との色の明度、色彩又

は彩度の差が大きいこと等により容易に識別できるものをい

う。)及び点状ブロック等を適切に組み合わせて敷設し、又は音

声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備を設けるこ

と。ただし、進行方向を変更する必要がない風除室内において

は、この限りでない。 

イ 当該視覚障害者利用円滑化経路を構成する敷地内の通路の次

に掲げる部分には、視覚障害者に対し警告を行うために、点状

ブロック等を敷設すること。 

(ア) 車路に近接する部分 

(イ) 段がある部分又は傾斜がある部分の上端及び下端に近接

する部分(ただし、勾配が 20 分の 1 を超えない傾斜がある部

分の上端及び下端に近接するもの、高さが 16センチメートル

を超えず、かつ、勾配が 12 分の 1を超えない傾斜がある部分

の上端及び下端に近接するもの又は段がある部分若しくは傾

斜がある部分と連続して手すりを設ける踊場等を除く。) 

10 浴室 病院等、宿泊施設又は社会福祉施設等で用途面積が1,000平方メー

トル以上のもの及び公衆浴場にあっては、1以上(男子用及び女子用

の区分がある場合にあっては、それぞれ1以上)の浴室(共同のものに

限る。)は、次に定める構造とすること。 

ア 脱衣室及び洗い場の出入口は、7の項の(2)のイに準じた構造

とすること。 

イ 脱衣室、洗い場及び浴槽には、手すりを設けること。 

ウ 1以上の給水栓は、レバー式その他操作が容易なものとするこ

と。 

11 客席 (1) 興行場等又は集会場で固定式のいすの席の数が500以上のもの

には、車いす使用者が客席として利用できる部分(以下「車いす使

用者用客席部分」という。)及び聴覚障害者用の集団補聴装置を設

けること。 

(2) 車いす使用者用客席部分は、次に定める構造とすること。 

ア 車いす使用者1人につき、幅は90センチメートル以上とし、奥

行きは110センチメートル以上とすること。 

イ 床の表面は、平坦とし、滑りにくい材料で仕上げること。 

ウ 床は、水平とすること。 

エ 車いす使用者用客席部分である旨を見やすい方法により表示



 

 

すること。 

(3) 車いす使用者用客席部分に通ずる7の項の(2)のイに定める構

造の出入口から当該車いす使用者用客席部分に至る客席内の通路

は、次に定める構造とすること。 

ア 幅は、120センチメートル以上とすること。 

イ 高低差がある場合においては、次に定める構造であること。 

(ア) 勾配は、12分の 1を超えないこと。ただし、高さが 16 セ

ンチメートル以下のものにあっては、8分の1を超えないこと。

(イ) 高さが 75 センチメートルを超えるもの(勾配が 20 分の 1

を超えるものに限る。)にあっては、高さ 75 センチメートル

以内ごとに踏幅が 150 センチメートル以上の踊場を設けるこ

と。 

(ウ) 勾配が 12 分の 1 を超え、又は高さが 16 センチメートル

を超える傾斜がある部分には、手すりを設けること。 

(4) 車いす使用者用客席部分は、当該車いす使用者用客席部分に通

ずる7の項の(2)のイに定める構造の出入口から当該車いす使用者

用客席部分に至る経路((2)に定める構造の客席内の通路を含むも

のに限る。)の距離ができるだけ短くなる位置に設けること。 
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授乳所その他

これに類する

もの 

(以下「授乳所

等」という。)

興業施設、集会場、物品販売業を営む店舗、体育施設又は文化施

設で用途面積が3,000平方メートル以上のもの、母子及び寡婦福祉法

(昭和39年法律第129号)第39条に規定する母子福祉施設及び官公庁

の施設のうち地域保健法(昭和22年法律第101号)第5条第1項に規定

する保健所又は同法第18条第1項に規定する市町村保健センターに

あっては、次に掲げる設備を備えた授乳所等を設けること。 

ア 乳幼児用ベッドその他これに類するもの 

イ 手洗設備 

ウ 給湯器 

エ いす 

13 客室 宿泊施設で客室の数が50以上であるものにあっては、1以上の客室

は、次に定める構造とすること。 

ア 出入口は、次に定める構造であること。 

(ア) 幅は、80 センチメートル以上とすること。 

(イ) 戸を設ける場合には、当該戸は、自動的に開閉する構造

その他の車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造と

し、かつ、その前後に高低差がないこと。 

イ 車いす使用者が円滑に利用することができるよう十分な床面

積を確保すること。 

ウ 次に定める構造の便所を設けること。 

(ア) 便所内に車いす使用者用便房を設けること。 

(イ) 便所内に設ける洗面器は、4 の項の(1)のウに定めるもの

とすること。 

(ウ) 車いす使用者用便房及び当該便房が設けられている便所

の出入口は、アに定める構造とすること。 

エ 次に定める構造の浴室を設けること。 

(ア) 脱衣室及び洗い場の出入口は、アに定める構造とするこ

と。 

(イ) 10 の項のイ及びウに定める構造とすること。 

14 

 

更衣室及びシ 

ャワー室 

体育施設で用途面積が1,000平方メートル以上のものにあっては、

1以上(男子用及び女子用の区分がある場合にあっては、それぞれ1以

上)の更衣室及びシャワー室は、次に定める構造とすること。 

ア 出入口は、7の項の(2)のイに準じた構造とすること。 

イ 車いす使用者が円滑に利用することができるよう十分な床面

積を確保すること。 



 

 

ウ 壁には、手すりを設けること。 

エ 1以上の給水栓は、レバー式その他操作が容易なものとするこ

と。 

15 

 

レジ通路(商

品等の代金を

支払う場所に

おける通路を

いう。以下同

じ。)及び改札

口 

1以上のレジ通路及び改札口は、次に定める構造とすること。 

ア 幅は、80センチメートル以上とすること。 

イ 車いす使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。 

ウ 床は、水平とすること。 

16 

 

案内板 

 

特定施設全体の概要を示す案内板のうち1以上の案内板は、次に定

める構造(直接地上に通ずる出入口において常時勤務する者により

視覚障害者を誘導できる場合その他視覚障害者の誘導上支障がない

場合にあっては、アに定める構造)とすること。 

ア 文字等は、地色と明度の差が大きい色とすること等により読

みやすいものとすること。 

イ 点字等による表示をすること。 

17 標識 移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機、便

所又は駐車施設の付近には、次に定めるところにより、それぞれ、

当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることを

表示する標識を設けなければならない。 

ア 高齢者、障害者等の見やすい位置に設けること。 

イ 当該標識に表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内

容が日本工業規格Z8210に定められているときは、これに適合す

るもの）とすること。 

 

 



2 道路 

整備項目 整備基準 

1 歩道等 (1) 歩道 ア 道路(自転車歩行者道を設ける道路を除く。)には、

歩道を設けるものとする。 

イ アの規定により歩道を設けるものとされる道路の区

間のうち、一体的に移動等円滑化を図ることが特に必

要な道路の区間について、市街化の状況その他の特別

の理由によりやむを得ない場合においては、アの規定

にかかわらず、当分の間、歩道に代えて、車道及びこ

れに接続する路肩の路面における凸部、車道における

狭窄部又は屈曲部その他の自動車を減速させて歩行者

自転車の安全な通行を確保するための道路の部分を設

けることができる。 

  (2) 有 効 幅

員 

有効幅員は次のとおりとすること。 

ア 歩道の有効幅員は、歩行者の交通量が多い場合3.5メ

ートル以上、その他の道路は2メートル以上とする。 

イ 自転車歩行者道の有効幅員は、歩行者の交通量が多

い場合4メートル以上、その他の道路は3メートル以上

とする。 

ウ 歩道又は自転車歩行者道(以下「歩道等」という。)

の有効幅員は、当該歩道等の高齢者、障害者等の交通

の状況を考慮して定めるものとする。 

エ (1)アの規定により歩道を設けるものとされる道路

の区間のうち、一体的に移動等円滑化を図ることが特

に必要な道路の区間について、市街化の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合においては、前号

までの規定に関わらず、当分の間、当該区間における

歩道の有効幅員は、1.5メートルまで縮小することがで

きる。 

  (3) 舗装 舗装は次のとおりとすること。 

ア 歩道等の舗装は、雨水を地下に円滑に浸透させるこ

とができる構造とするものとする。ただし、道路の構

造、気象状況その他の特別の状況によりやむを得ない

場合においては、この限りでない。 

イ 歩道等の舗装は、平坦で、滑りにくく、かつ、水は

けの良い仕上げとするものとする。 

(4) 勾配 勾配は次のとおりとすること。 

ア 歩道等の縦断勾配は、5パーセント以下とするものと

する。ただし、地形の状況その他の特別の理由により

やむを得ない場合においては、8パーセント以下とする

ことができる。 

イ 歩道等(車両乗入れ部を除く。)の横断勾配は、1パー

セント以下とするものとする。ただし、(3)の項アのた

だし書に規定する場合又は地形の状況その他の特別の

理由によりやむを得ない場合においては、2パーセント

以下とすることができる。 

 

 

 

 

(5) 歩 道 等

と 車 道 等

の分離 

歩道等には車道若しくは車道に接続する路肩がある場合

の当該路肩(以下「車道等」という。)又は自動車道に接続

して縁石線を設けるものとする。 

ア 歩道等に設ける縁石の車道等に対する高さは15セン

チメートル以上とし、当該歩道等の構造及び交通の状

況並びに沿道の土地利用の状況等を考慮して定めるも



のとする。 

イ 歩行者の安全かつ円滑な通行を確保するため必要が

ある場合においては、歩道等と車道等の間に植樹帯を

設け、又は歩道等の車道等側に並木若しくはさくを設

けるものとする。 

  

(6) 高さ 高さは次のとおりとすること。 

ア 歩道等(採石を除く。)の車道等に対する高さは、2セ

ンチメートルを標準とするものとする。 

イ アの高さは、乗合自動車の停留所及び車両乗入れ部

の設置の状況等を考慮して定めるものとする。 

 (7) 横 断 歩

道 に 接 続

す る 歩 道

等の部分 

横断歩道に接続する歩道等の部分は次のとおりとするこ

と。 

ア 横断歩道に接続する歩道等の部分の縁端は、車道等

の部分より高くするものとし、その段差は２センチメ

ートルを標準とするものとする。 

イ アの段差に接続する歩道等の部分は、車いす使用者

が円滑に転回できる構造とするものとする。 

 

 

(8) 車 両 乗

り入れ部 

 車両乗り入れ部は次のとおりとすること。 

ア (2)の規定にかかわらず、車両乗入れ部のうち(4)の

項のイの規定による基準を満たす部分の有効幅員は、2

メートル以上とするものとする。 

イ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない

場合においては、アの規定の適用については、当分の

間、「2メートル」とあるのは、「1メートル」とする。 

2 

 

 

 

立体横断

施設 

 

 

(1) 立 体 横

断施設 

立体横断施設は次のとおりとすること。 

ア 道路には、高齢者、障害者等の移動等円滑化のため

に必要であると認められる箇所に、高齢者、障害者等

の円滑な移動に適した構造を有する立体横断施設(以

下「移動等円滑化された立体横断施設」という。)を設

けるものとする。 

イ 移動等円滑化された立体横断施設には、エレベータ

ーを設けるものとする。ただし、昇降の高さが低い場

合その他の特別の理由によりやむを得ない場合におい

ては、エレベーターに代えて、傾斜路を設けることが

できる。 

ウ イに規定するもののほか、移動等円滑化された立体

横断施設には、高齢者、障害者等の交通の状況により

必要がある場合においては、エスカレーターを設ける

ものとする。 

エ 移動等円滑化された立体横断施設に設けられるエレ

ベーター又はエスカレーターが存する道路の区間につ

いて、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合においては、1の(2)の規定にかかわらず、当

分の間、当該区間における歩道の有効幅員1メートルま

で縮小することができる。 

  (2) エ レ ベ

ーター 

移動等円滑化された立体横断施設に設けるエレベーター

は、次に定める構造とするものとする。 

ア かごの内法幅は1.5メートル以上とし、内法奥行きは

1.5メートル以上とすること。 

イ アの規定にかかわらず、かごの出入口が複数あるエ

レベーターであって、車いす使用者が円滑に乗降でき

る構造のもの(開閉するかごの出入口を音声により知



らせる装置が設けられているものに限る。)にあって

は、内法幅は1.4メートル以上とし、内法奥行きは1.35

メートル以上とすること。 

ウ かご及び昇降路の出入口の有効幅は、アの規定によ

る基準に適合するエレベーターにあっては90センチメ

ートル以上とし、イの規定による基準に適合するエレ

ベーターにあっては80センチメール以上とすること。 

エ かご内に、車いす使用者が乗降する際にかご及び昇

降路の出入口を確認するための鏡を設けること。ただ

し、イの規定による基準に適合するエレベーターにあ

っては、この限りでない。 

オ かご及び昇降路の出入口の戸にガラスその他これに

類するものがはめ込まれていることにより、かご外か

らかご内が視覚的に確認できる構造とすること。 

カ かご内に手すりを設けること。 

キ かご及び昇降路の出入口の戸の開扉時間を延長する

機能を設けること。 

ク かご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在

位置を表示する装置を設けること。 

ケ かご内に、かごが到着する階及びかご及び昇降路の

出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設ける

こと。 

コ かご内及び乗降口には、車いす使用者が円滑に操作

できる位置に操作盤を設けること。 

サ かご内に設ける操作盤及び乗降口に設ける操作盤の

うち視覚障害者が利用する操作盤は、点字をはり付け

ること等により視覚障害者が容易に操作できる構造と

すること。 

シ 乗降口に接続する歩道等又は通路の部分の有効幅は

1.5メートル以上とし、有効奥行きは1.5メートル以上

とすること。 

ス 停止する階が3以上であるエレベーターの乗降口に

は、到着するかごの昇降方向を音声により知らせる装

置を設けること。ただし、かご内にかご及び昇降路の

出入口の戸が開いた時にかごの昇降方向を音声により

知らせる装置が設けられている場合においては、この

限りでない。 

 

 

 

 

 

 

(3) 傾斜路 

 

移動等円滑化された立体横断施設に設ける傾斜路(その

踊場を含む。以下同じ。)は、次に定める構造とするものと

する。 

ア 有効幅員は、2メートル以上とすること。ただし、設

置場所の状況その他の特別の理由によりやむを得ない

場合においては、1メートル以上とすることができる。

イ 縦断勾配は、5パ－セント以下とすること。ただし、

設置場所の状況その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては、8パーセント以下とすることができ

る。 

ウ 横断勾配は、設けないこと。 

エ 二段式の手すりを両側に設けること。 

オ 手すり端部の付近には、傾斜路の通ずる場所を示す

点字をはり付けること。 

カ 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良

い仕上げとすること。 



キ 傾斜路の勾配部分は、その接続する歩道等又は通路

の部分との色の輝度比が大きいこと等により当該勾配

部分を容易に識別できるものとすること。 

ク 傾斜路の両側には、立ち上がり部及びさくその他こ

れに類する工作物を設けること。ただし、側面が壁面

である場合においては、この限りでない。 

ケ 傾斜路の下面と歩道等の路面との間が2.5メートル

以下の歩道等の部分への進入を防ぐため必要がある場

合においては、さくその他これに類する工作物を設け

ること。 

コ 高さが75センチメートルを超える傾斜路にあって

は、高さ75センチメートル以内ごとに踏み幅1.5メート

ル以上の踊場を設けること。 

  (4) エ ス カ

レーター 

移動等円滑化された立体横断施設に設けるエスカレータ

ーは、次に定める構造とするものとする。 

ア 上り専用のものと下り専用のものをそれぞれ設置す

ること。 

イ 踏み段の表面及びくし板は、滑りにくい仕上げとす

ること。 

ウ 昇降口において、三枚以上の踏み段が同一平面上に

ある構造とすること。 

エ 踏み段の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大

きいこと等により踏み段相互の境界を容易に識別でき

るものとすること。 

オ くし板の端部と踏み段の色の輝度比が大きいこと等

によりくし板と踏み段との境界を容易に識別できるも

のとすること。 

カ エスカレーターの上端及び下端に近接する歩道等及

び通路の路面において、エスカレーターヘの進入の可

否を示すこと。 

キ 踏み段の有効幅は、1メートル以上とすること。ただ

し、歩行者の交通量が少ない場合においては、60セン

チメートル以上とすることができる。 

  (5) 通路 移動等円滑化された立体横断施設に設ける通路は、次に

定める構造とするものとする。 

ア 有効幅員は、2メートル以上とし、当該通路の高齢者、

障害者等の通行の状況を考慮して定めること。 

イ 縦断勾配及び横断勾配は設けないこと。ただし、構

造上の理由によりやむを得ない場合又は路面の排水の

ために必要な場合においては、この限りでない。 

ウ 二段式の手すりを両側に設けること。 

エ 手すりの端部の付近には、通路の通ずる場所を示す

点字をはり付けること。 

オ 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良

い仕上げとすること。 

カ 通路の両側には、立ち上がり部及びさくその他これ

に類する工作物を設けること。ただし、側面が壁面で

ある場合においては、この限りでない。 

  (6) 階段 移動等円滑化された立体横断施設に設ける階段(その踊

場を含む。以下同じ。)は、次に定める構造とするものとす

る。 

ア 有効幅員は、1.5メートル以上とすること。 



イ 二段式の手すりを両側に設けること。 

ウ 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す

点字をはり付けること。 

エ 回り段としないこと。ただし、地形の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合においては、この

限りでない。 

オ 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良

い仕上げとすること。 

カ 路面の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大き

いこと等により段を容易に識別できるものとするこ

と。 

キ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるもの

を設けない構造とすること。 

ク 階段の両側には、立ち上がり部及びさくその他これ

に類する工作物を設けること。ただし、側面が壁面で

ある場合においては、この限りでない。 

ケ 階段の下面と歩道等の路面との間が2.5メートル以

下の歩道等の部分への進入を防ぐため必要がある場合

においては、さくその他これに類する工作物を設ける

こと。 

コ 階段の高さが3メートルを超える場合においては、そ

の途中に踊場を設けること。 

サ 踊場の踏み幅は、直階段の場合にあっては1.2メート

ル以上とし、その他の場合にあっては当該階段の幅員

の値以上とすること。 

3 乗合自動車の停留所 

 

乗合自動車の停留所は次に定める構造とするものとす

る。 

(1) 乗合自動車の停留所を設ける歩道等の部分の車道等

に対する高さは、15センチメートルを標準とするものと

する。 

(2) 乗合自動車の停留所には、ベンチ及びその上屋を設け

るものとする。ただし、それらの機能を代替する施設が

既に存する場合又は地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合においては、この限りでない。 

4 自動車駐

車場 

 

(1) 障 害 者

用 駐 車 施

設 

ア 自動車駐車場には、障害者が円滑に利用できる駐車

の用に供する部分(以下「障害者用駐車施設」という)

を設けるものとする。 

イ 障害者用駐車施設の数は、自動車駐車場の全駐車台

数が200以下の場合にあっては当該駐車台数に50分の

1を乗じて得た数以上とし、全駐車台数が 200 を越える

場合にあっては当該駐車台数に 100 分の 1 を乗じた数

に 2を加えた数以上とするものとする。 

ウ 障害者用駐車施設は、次に定める構造とするものと

する。 

(ア) 当該障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口

からの距離ができるだけ短くなる位置に設けるこ

と。 

(イ) 有効幅は、3.5 メートル以上とすること。 

(ウ)  障害者用である旨を見やすい方法により表示す

ること。 



(2) 障 害 者

用 停 車 施

設 

ア 自動車駐車場の自動車の出入口又は障害者用駐車施

設を設ける階には、障害者が円滑に利用できる停車の

用に供する部分(以下「障害者用停車施設」という)を

設けるものとする。ただし、構造上の理由によりやむ

を得ない場合においては、この限りでない。 

イ 障害者用停車施設は、次に定める構造とするものと

する。 

(ア) 当該障害者用停車施設へ通ずる歩行者の出入口

からの距離ができるだけ短かくなる位置に設けるこ

と。 

(イ) 車両への乗降の用に供する部分の有効幅は 1.5

メートル以上とし、有効奥行きは 1.5 メートル以上

とする等、障害者が安全かつ円滑に乗降できる構造

とすること。 

(ウ) 障害者用である旨を見やすい方法により表示す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 出入口  自動車駐車場の歩行者の出入口は、次に定める構造とす

るものとする。ただし、当該出入口に近接した位置に設け

られる歩行者の出入口については、この限りでない。 

ア 有効幅は、90 センチメートル以上とすること。ただ

し、当該自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口のう

ち 1以上の出入口の有効幅は、1.2 メートル以上とする

こと。 

イ 戸を設ける場合は、当該戸は、有効幅を 1.2 メート

ル以上とする当該自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出

入口のうち、1以上の出入口にあっては自動的に開閉す

る構造とし、その他の出入口にあっては車いす使用者

が円滑に開閉して通過できる構造とすること。 

ウ 車いす使用者が通過する際に支障となる段差を設け

ないこと。 

(4) 通路  障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口から当該障害

者用駐車施設に至る通路のうち１以上の通路は、次に定め

る構造とするものとする。 

ア  有効幅員は、2メートル以上とすること。 

イ  車いす使用者が通過する際に支障となる段差を設け

ないこと。 

ウ 路面は、平坦で、かつ、滑りにくい仕上げとするこ

と。 

(5) エ レ ベ

ーター 

ア 自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口がない階

(障害者用駐車施設が設けられている階に限る。)を有

する自動車駐車場には、当該階に停止するエレベータ

ーを設けるものとする。ただし、構造上の理由により

やむを得ない場合においては、エレベーターに代えて、

傾斜路を設けることができる。 

イ アのエレベーターのうち 1 以上のエレベーターは、

(4)の項に規定する出入口に近接して設けるものとす

る。 

ウ 2 の項の(2)アからエまでの規定は、アについて準用

する。 

エ 2の項の(2)の規定は、イについて準用する。 

  

(6) 傾斜路 2 の項の(3)の規定は、 (5)の傾斜路について準用する。

 



(7) 階段 2 の項の(6)の規定は、自動車駐車場外へ通ずる歩行者の

出入口がない階に通ずる階段の構造について準用する。 

(8) 屋根 屋外に設けられる自動車駐車場の障害者用駐車施設、障

害者用停車施設及び (4)に規定する通路には、屋根を設け

るものとする。 

  

(9) 便所 ア 障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合

は、当該便所は、次に定める構造とするものとする。 

(ア) 便所の出入口付近に、男子用及び女子用の区別

(当該区別がある場合に限る。)並びに便所の構造を

視覚障害者に示すための点字による案内板その他の

設備を設けること。 

(イ) 床の表面は、滑りにくい仕上げとすること。 

(ウ) 男子用小便器を設ける場合においては、1以上の

床置式小便器、壁掛式小便器(受け口の高さが 35 セ

ンチメートル以下のものに限る。)その他これらに類

する小便器を設けること。 

(エ) (ウ)の規定により設けられる小便器には手すり

を設けること。 

イ 障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合

は、そのうち 1 以上の便所は、次に掲げる基準のいず

れかに適合するものとする。 

(ア) 便所(男子用及び女子用の区別があるときは、そ

れぞれの便所)内に高齢者、障害者等の円滑な利用に

適した構造を有する便房が設けられていること。 

(イ) 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を

有する便所であること。 

ウ イ(ア)の便房を設ける便所は、次に定める構造とす

るものとする。 

(ア)  (4)の項に規定する通路と便所との間の経路に

おける通路のうち 1 以上の通路は、同項に定める構

造とすること。 

(イ) 出入口の有効幅は、80 センチメートル以上とす

ること。 

(ウ) 出入口には、車いす使用者が通過する際に支障

となる段を設けないこと。ただし、傾斜路を設ける

場合においては、この限りでない。 

(エ) 出入口には、高齢者、障害者等の円滑な利用に

適した構造を有する便房が設けられていることを表

示する案内標識を設けること。 

(オ) 出入口に戸を設ける場合においては、当該戸は、

次に定める構造とすること。           

a 有効幅は、80 センチメートル以上とすること。 

b 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構

造とすること。 

(カ) 車いす使用者の円滑な利用に適した広さを確保

すること。 

エ イ(ア)の便房は、次に定める構造とするものとする。

(ア) 出入口には、車いす使用者が通過する際に支障

となる段を設けないこと。 

(イ)  出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円

滑な利用に適した構造を有するものであることを表

示する案内標識を設けること。 

(ウ) 腰掛便座及び手すりを設けること。 



  (エ)  高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を

有する水洗器具を設けること。 

オ ウ(イ)、(オ)及び(カ)の規定は、エの便房について

準用する。 

カ ウ(ア)から(ウ)まで、(オ)及び(カ)並びにエ(イ)か

ら(エ)までの規定は、イ(イ)の便所について準用する。

この場合において、エ(イ)中「当該便房」とあるのは、

「当該便所」と読み替えるものとする。 

5 移動等円

滑化のた

めに必要

なその他

の施設等 

(1) 案 内 標

識 

ア 交差点、駅前広場その他の移動の方向を示す必要の

ある箇所には、高齢者、障害者等が見やすい位置に、

高齢者、障害者等が日常生活において利用すると認め

られる官公庁の施設、社会福祉施設その他の施設及び

エレベーターその他の移動等円滑化のために必要な施

設の案内標識を設けるものとする。 

イ アの案内標識には、点字、音声その他の方法により

視覚障害者を案内する設備を設けるものとする。 

  (2) 視 覚 障

害 者 誘 導

用 ブ ロ ッ

ク 

ア 歩道等、立体横断施設の通路、乗合自動車の停留所

の乗降場及び自動車駐車場の通路には、視覚障害者の

移動等円滑化のために必要であると認められる箇所

に、高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所に

は、点状ブロック等及び線状ブロック等を適切に組み

合わせて床面に敷設したもの(以下「視覚障害者誘導用

ブロック」という。)を敷設するもとする。 

イ 視覚障害者誘導用ブロックの色は、黄色その他の周

囲の路面と輝度比が大きいことにより当該ブロック部

分を容易に識別できる色とするものとする。 

ウ 視覚障害者誘導用ブロックには、視覚障害者の移動

等円滑化のために必要であると認められる箇所に、音

声により視覚障害者を案内する設備を設けるものとす

る。 

  (3) 休 憩 施

設 

歩道等には、適当な間隔でベンチ及び上屋を設けるもの

とする。ただし、これらの機能を代替するための施設が既

に存在する場合その他の特別の理由によりやむを得ない場

合においては、この限りでない。 

  (4) 照 明 施

設 

ア 歩道等及び立体横断施設には、照明施設を連続して

設けるものとする。ただし、夜間における当該歩道等

及び立体横断施設の路面の照度が十分に確保されてい

る場合においては、この限りでない。 

イ 乗合自動車停留所及び自動車駐車場には、高齢者、

障害者等の移動等円滑化のために必要であると認めら

れる箇所に、照明施設を設けるものとする。ただし、

夜間における当該乗合自動車停留所及び自動車駐車場

の路面照度が十分に確保されている場合においては、

この限りでない。 

  (5) 防 雪 施

設 

歩道等及び立体横断施設において、積雪又は凍結により、

高齢者、障害者の安全かつ円滑な通行に著しく支障を及ぼ

すおそれのある箇所には、融雪施設、流雪溝又は雪覆工を

設けるものとする。 

 
 



 

  

3 公園 
整備項目 整備基準 

1 

 

園路及び広

場 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用す

る都市公園の出入口と公園施設(屋根付広場、休憩所、野外劇場、野外音

楽堂、駐車場、便所、水飲場、手洗場、管理事務所、掲示板、標識)その

他国土交通省令で定める主要な公園施設(以下「屋根付広場等」という。)

との間の経路及び駐車場と屋根付広場等(当該駐車場を除く。)との間の経

路を構成する園路及び広場については、経路のうち1以上は、次に揚げる

基準に適合するものでなければならない。 

  

(1) 出入口 ア 有効幅員は、120センチメートル以上とすること。た

だし、地形の状況その他特別の理由によりやむを得な

い場合は、90センチメートル以上とすることができる。

イ 5に揚げる場合を除き、車いす使用者が通過する際に

支障となる段を設けないこと。 

ウ 車止めのためのさくを設ける場合においては、当該

車止め間隔のうち１以上は、90センチメートル以上と

すること。 

エ 出入口からの水平距離が150ｃｍ以上の水平面を確

保すること。 

オ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段

を設ける場合は、傾斜路(その踊場を含む。以下同じ。)

を併設すること。 

(2) 通路 

 

 

 

 

 

 

ア 路面は、滑りにくい仕上げがなされているもの。 

イ 有効幅員は、180センチメートル以上とすること。た

だし、地形の状況その他特別の理由によりやむを得な

い場合は、通路の末端の付近の広さを車いすの転回に

支障のないものとし、かつ、50メートル以内ごとに車

いすが転回することができる広さの場所を設けた上

で、幅を120センチメートル以上とすることができる。

ウ 縦断こう配は、5パーセント以下とすること。ただし、

地形の状況その他特別の理由によりやむを得ない場合

は、8パーセント以下とすることができる。 

エ 横断勾配は、1パーセント以下とすること。ただし、

地形の状況その他特別の理由によりやむを得ない場合

は、2パーセント以下とすることができる。 

オ 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、

さく、視覚障害者誘導用ブロックその他の高齢者、障

害者等の転落を防止するための設備が設けられている

こと。 

カ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する施設として設けられた屋根付広

場、休憩所、野外劇場、野外音楽堂、駐車場、便所、

水飲場、手洗場、管理事務所のうちそれぞれ1以上及び

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律施行規則(平成18年国土交通省令第110号)第二条第

二項の主要な公園施設に接続していること。 

 

 

(3) 階 段

［その踊場

を含む。以

下同じ。］ 

ア 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形

の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

は、この限りでない。  

イ 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す

点字をはり付けること。   

ウ 回り段がないこと。ただし、地形の状況その他の特



 

  

  別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。

エ 踏面は、滑りにくい仕上げがなされたものであるこ

と。 

オ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるもの

が設けられていない構造のものであること。 

カ 階段の両側には、立ち上がり部が設けられているこ

と。ただし、側面が壁面である場合は、この限りでな

い。 

キ 階段を設ける場合は、傾斜路を併設しなければなら

ない。ただし、地形の状況その他の特別の理由により

傾斜路を設けることが困難である場合は、エレベータ

ー、エスカレーターその他の昇降機であって高齢者、

障害者等の円滑な利用に適した構造のものをもってこ

れに代えることができる。 

  

(4) 傾 斜 路 

［階段又

は段に代

わり、又

はこれに

併設する

ものに限

る。］ 

ア  幅は、120センチメートル以上とすること。ただし、

階段又は段に併設する場合は、90センチメートル以上

とすることができる。 

イ 縦断勾配は、8パーセント以下とすること。 

ウ 横断勾配は、設けないこと。      

エ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであるこ

と。  

オ 高さが75センチメートルを超える傾斜路にあって

は、高さ75センチメートル以内ごとに踏幅150センチメ

ートル以上の踊場が設けられていること。 

カ 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形

の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

は、この限りでない。  

キ 傾斜路の両側には、立ち上がり部が設けられている

こと。ただし、側面が壁面である場合は、この限りで

ない。 

2 屋根付広場 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障

害者等が利用する屋根付広場を設ける場合は、そのうち1以

上は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

(1) 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであるこ

と。 

ア 幅は、120センチメートル以上とすること。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場

合は、80センチメートル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車いす使用者が通過する際

に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段

を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

(2) 車いす使用者の円滑な利用に適した広さが確保され

ていること。 

3 

 

休憩所及び・管理事務所 

 

(1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する休憩所を設ける場合は、そのうち 1

以上は、次に掲げる基準に適合するものでなければなら

ない。 

ア 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであるこ

と。 

(ア) 幅は、120センチメートル以上とすること。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合は、80 センチメートル以上とすることがで



 

  

きる。 

(イ) (ウ)に掲げる場合を除き、車いす使用者が通過

する際に支障となる段がないこと。 

(ウ) 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

(エ) 戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準

に適合するものであること。 

a  幅は、80 センチメートル以上とすること。 

b  高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構

造のものであること。 

イ カウンターを設ける場合は、そのうち 1 以上は、車

いす使用者の円滑な利用に適した構造のものであるこ

と。ただし、常時勤務する者が容易にカウンターの前

に出て対応できる構造である場合は、この限りでない。

ウ 車いす使用者の円滑な利用に適した広さが確保され

ていること。 

エ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち 1

以上は、6の項の基準に適合するものであること。 

(2) 本項目の規程は、不特定かつ多数の者が利用し、又は

主として高齢者、障害者等が利用する管理事務所につい

て準用する。この場合において、同項中「休憩所を設け

る場合は、そのうち 1以上は」とあるのは、「管理事務所

は」と読み替えるものとする。 

4 野外劇場及び野外音楽堂 (1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する野外劇場は、次に掲げる基準に適合

するものでなければならない。  

ア 出入口は、2の項アの出入口の基準に適合するもので

あること。 

イ 出入口と次号の車いす使用者用観覧スペース及び本

項目 4 の便所との間の経路を構成する通路は、次に掲

げる基準に適合するものであること。 

(ア) 幅は、120センチメートル以上とすること。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合は、通路の末端の付近の広さを車いすの転

回に支障のないものとした上で、幅を 80 センチメー

トル以上とすることができる。 

(イ) （ウ）に掲げる場合を除き、車いす使用者が通

過する際に支障となる段がないこと。 

(ウ) 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

(エ) 縦断勾配は、5パーセント以下とすること。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合は、8パーセント以下とすることができる。

(オ) 横断勾配は、1パーセント以下とすること。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合は、2パーセント以下とすることができる。

(カ) 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであ

ること。  

(キ) 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所

には、さく、視覚障害者誘導用ブロックその他の高

齢者、障害者等の転落を防止するための設備が設け

られていること。 



 

  

ウ 当該野外劇場の収容定員が 200 以下の場合は当該収

容定員に50分の1を乗じて得た数以上、収容定員が200

を超える場合は当該収容定員に 100 分の 1 を乗じて得

た数に 2 を加えた数以上の車いす使用者が円滑に利用

することができる観覧スペース(以下「車いす使用者用

観覧スペース」という。)を設けること。 

エ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち 1

以上は、6の項の基準に適合するものであること。 

オ 車いす使用者用観覧スペースは、次に掲げる基準に

適合するものでなければならない。 

(ア) 幅は90センチメートル以上であり、奥行きは120

センチメートル以上であること。 

(イ) 車いす使用者が利用する際に支障となる段がな

いこと。 

(ウ) 車いす使用者が転落するおそれのある場所に

は、さくその他の車いす使用者の転落を防止するた

めの設備が設けられていること。 

(2) 本項目の規程は、不特定かつ多数の者が利用し、又は

主として高齢者、障害者等が利用する野外音楽堂につい

て準用する。 

5 自動車駐車場 (1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する自動車駐車場を設ける場合は、その

うち 1 以上に、当該自動車駐車場の全駐車台数が 200 以

下の場合は当該駐車台数に 50 分の 1 を乗じて得た数以

上、全駐車台数が 200 を超える場合は当該駐車台数に 100

分の 1 を乗じて得た数に 2 を加えた数以上のを設けなけ

ればならない。 

(2) 車いす使用者用駐車施設は、次に掲げる基準に適合す

るものでなければならない。 

ア 幅は、350 センチメートル以上とすること。 

イ 車いす使用者用駐車施設又はその付近に、車いす使

用者用駐車施設の表示をすること。 

6 便所 (1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する便所は、次に掲げる基準に適合する

ものでなければならない。 

ア 床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであ

ること。 

イ 男子小便器を設ける場合は、1以上の床置式小便器、

壁掛式小便器(受け口の高さが 35 センチメートル以下

のものに限る。)その他これに類する小便器が設けられ

ていること。 

ウ 前号の規定により設けられる小便器には、手すりが

設けられていること。 

(2) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち 1 以

上は、前項に揚げる基準のほか、次に揚げる基準のいず

れかに適合するものでなければならない。 

ア 便所(男子用及び女子用の区別があるときは、それぞ

れの便所)内に高齢者、障害者等の円滑な利用に適した

構造を有する便房が設けられていること。 

イ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有す

る便所であること。 



 

  

(3) (2)のアに規定する便房が設けられた便所は、次に掲

げる基準に適合するものでなければならない。 

ア 出入口 

(ア) 幅は、80 センチメートル以上とすること。 

(イ) (ウ)に揚げる場合を除き、車いす使用者が通過

する際に支障となる段がないこと。 

(ウ) 地形の状況やその他の特別の理由によりやむを

得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

(エ) 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を

有する便房が設けられていることを表示する標識が

設けられていること。 

(オ) 戸を設ける場合、当該戸は、次に揚げる基準に

適合するものであること。 

a 幅は、80 センチメートル以上とすること。 

b 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構

造のものであること。 

イ 車いす使用者の円滑な利用に適した広さが確保され

ていること。 

(4) (2)のアに規定する便房は、次に掲げる基準に適合す

るものでなければならない。 

ア 出入口には、車いす使用者が通過する際に支障とな

る段がないこと。 

イ 出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な

利用に適した構造のものであることを表示する標識が

設けられていること。 

ウ 腰掛便座及び手すりが設けられていること。 

エ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有す

る水洗器具が設けられていること。 

(5) (3)のアの(ア)から(ウ)及び(オ)並びに(4)にイから

エまでの規程は、上記(2)のイの便所について準用する。

この場合において上記 4中「当該便房」とあるのは、「当

該便所」と読み替えるものとする。 

7 水飲み場、手洗い場 (1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する水飲場を設ける場合は、そのうち 1

以上は、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造の

ものでなければならない。 

(2) この規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主と

して高齢者、障害者等が利用する手洗場について準用す

る。 

8 掲示板及び標識 (1) 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障害者等が利用する掲示板は、次に掲げる基準に適合す

るものでなければならない。 

ア 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のもの

であること。 

イ 当該掲示板に表示された内容が容易に識別できるも

のであること。 

(2) この規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主と

して高齢者、障害者等が利用する標識について準用する。

(3) 特定公園施設の配置を表示した標識を設ける場合は、

そのうち 1以上は、1の項の出入口の付近に設けなければ

ならない。 

 



 

  

4 建築物以外の路外駐車場 
整備項目 整備基準 

路外駐車場 (1) 路外駐車場には、車いすを使用している者が円滑に利

用することができる駐車施設(以下「路外駐車場車いす使

用者用駐車施設」という。)を 1以上設けなければならな

い。ただし、専ら大型自動二輪車及び普通自動二輪車(い

ずれも側車付きのものを除く。)の駐車のための駐車場に

ついては、この限りでない。 

(2) 路外駐車場車いす使用者用駐車施設は、次に定める構

造とすること。 

ア 幅は、350 センチメートル以上とすること。 

イ 路外駐車場車いす使用者用駐車施設又はその付近

に、路外駐車場車いす使用者用駐車施設の表示をする

こと。 

ウ (3)に定める経路の長さができるだけ短くなる位置

に設けること。 

(3) 路外駐車場車いす使用者用駐車施設から道又は公園、

広場その他の空地までの経路のうち 1 以上を、高齢者、

障害者等が円滑に利用できる経路(以下「路外駐車場移動

等円滑化経路」という。)とすること。 

(4) 路外駐車場移動等円滑化経路は、次に定める構造とす

ること。 

ア 当該路外駐車場移動等円滑化経路上に段を設けない

こと。ただし、傾斜路を併設する場合は、この限りで

ない。 

イ 当該路外駐車場移動等円滑化経路を構成する出入口

の幅は、80 センチメートル以上とすること。 

ウ 当該路外駐車場移動等円滑化経路を構成する通路

は、次に掲げるものであること。 

(ア) 幅は、120 センチメートル以上とすること。 

(イ) 50 メートル以内ごとに車いすの回転に支障がな

い場所を設けること。 

エ 当該路上駐車場移動等円滑化経路を構成する傾斜路

(段に代わり、又はこれに併設するものに限る。)は、

次に掲げるものであること。 

(ア) 幅は、段に代わるものにあっては 120 センチメ

ートル以上、段に併設するものにあっては 90 センチ

メートル以上とすること。 

(イ) 勾配は、12 分の 1 を超えないこと。ただし、高

さが 16 センチメートル以下のものにあっては、8 分

の 1を超えないこと。 

(ウ) 高さが 75 センチメートルを超えるもの(勾配が

20 分の 1 を超えるものに限る。)にあっては、高さ

75 センチメートル以内ごとに踏幅が 150 センチメー

トル以上の踊場を設けること。 

(エ) 勾配が 12 分の 1 を超え、又は高さが 16 センチ

メートルを超え、かつ、勾配が 20分の 1を超える傾

斜がある部分には、手すりを設けること。 

(5) 前1の規定は、その予想しない特殊の装置を用いる特

定路外駐車場については、国土交通大臣がその装置が前1

の規定による構造又は設備と同等以上の効力があると認

める場合においては、適用しない。 



 

 

別表第 3（第 7 条、8 条関係） 

図書 
区分 

種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 

配置図 縮尺、方位、敷地の境界線、敷地に接する

道の位置及び幅員、土地の高低、敷地内に

おける建築物の位置、用途及び規模並びに

敷地内における出入口、通路、駐車場、側

溝、排水桝、移動等円滑化された経路上の

門、スロープ、段差の位置及び寸法 

建築物 

各階平面図 縮尺、間取、各室の用途、床の高低並びに

出入口、廊下、駐車場その他の主要部分の

位置及び寸法の詳細 

位置図 方位、道路及び目標となる地物 道路 

平面図 縮尺、方位、道路の位置及び幅員並びに整

備に係る箇所の位置、寸法及び土地の高低

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 公園 

平面図 縮尺、方位、敷地の境界線、敷地に接する

道の位置及び幅員、土地の高低、敷地内に

おける建築物の位置、用途及び規模並びに

敷地内における出入口、園路、駐車場その

他の主要な施設の位置及び寸法 

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 建築物以外の

路外駐車場 平面図 縮尺、方位、敷地の境界線、敷地に接する

道の位置及び幅員、土地の高低並びに敷地

内における出入口、通路、駐車場その他の

主要施設の位置及び寸法 

 

 

 



 

 

様式第 1 号（第 7 条関係) 

年  月  日 

  松江市長    様 

住所           

〔届出者〕氏名          印 

(法人の場合にあっては主たる事務所

の所在地、名称及び代表者の氏名)    

電話番号           

 

〔連絡先〕  

 

特別特定施設新築等届出書 

 

 松江市ひとにやさしいまちづくり条例(平成 20 年松江市条例第 36 号)第 17 条の

規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

特別特定施設の所在地  

特別特定施設の種類 
１ 建築物  ２ 道路  ３ 公園 

４ 建築物以外の路外駐車場 

工事種別 

１ 新築又は新設  ２ 増築又は増設 

３ 改築又は改修  ４ 用途の変更 

５ 大規模の修繕  ６ 大規模の模様替 

名   称  主要用途  

構   造  階数 地上 階・地下 階 

用 途 区 分 新 築 等 の 部 分 既 存 の 部 分 合 計

 ㎡ ㎡ ㎡

 ㎡ ㎡ ㎡

 ㎡ ㎡ ㎡

その他用途 ㎡ ㎡ ㎡

延

べ

面

積 

合 計 ㎡ ㎡ ㎡

共 同 住 宅 戸数・室数 戸・室

建 

 

築 

 

物 

路 外 駐 車 場 用途面積 ㎡ 駐車台数 台

道 路 
延長        ｍ（うち歩道延長  ｍ） 

幅員        ｍ（うち歩道幅員  ｍ） 

公 園 
名

称 
 

種

類
 

面

積
 

駐車台数 台 

特

別

特

定

施

設

の

概

要 

建 築 物 以 外 の 

路 外 駐 車 場 

名

称 

 

 用途面積 ㎡ 

工 事 予 定 年 月 日 
着

手 
平成 年 月 日

完

了
平成 年 月 日 

注 1 施設整備項目調書(様式第 2 号)及び別表第 3 に掲げる図書を添付してくだ

さい。 

 2 正本 1 部及び副本 1 部を提出してください。 

 3 「特別特定施設の種類」欄及び「工事種別」欄は、該当するものを○で囲ん

でください。 



 

 

様式第 2 号 (第 7 条関係) 

施設整備項目調書(建築物) 

１ 建築物の概要 

建 築 物 の 名 称  主 要用途  

建築物の所在地  階 数 地上 階 地下 階 

工 事 種 別 

１ 新築又は新設  ２ 増築又は増設 

３ 改築又は改修  ４ 用途の変更 

５ 大規模の修繕  ６ 大規模の模様替 

階 別 用 途
新築等の部分

の 床 面 積

既 存 部 分

の 床 面 積
床 面 積 合 計

階  ㎡ ㎡ ㎡

階  ㎡ ㎡ ㎡

階  ㎡ ㎡ ㎡

階  ㎡ ㎡ ㎡

階  ㎡ ㎡ ㎡

階  ㎡ ㎡ ㎡

合 計  ㎡ ㎡ ㎡

 

 

２ 建築物の整備状況 

 ［記入上の注意］ 

 1 用途・面積等により整備項目について整備基準の適用を受けない場合は、整

備項目欄の［除外］に○を付けてください。 

  2 備考欄については、用途・面積等により整備基準欄の各整備基準の適用を受

けない場合は「除外」に、別表第 2 の 1 の表各項におけるただし書に該当する

場合は「免除」に○を付けてください。 

整備項目 整備基準 整備状況 備考 

1 滑りにくい材料による表面の仕上げ 適・否  廊下等 

2 階段又は傾斜路の上端及び下端に近接する廊下

等の部分への点状ブロック等の敷設 
適・否 

除外・免除

1 手すりの設置(踊場を除く。) 適・否  

2 粗面で滑りにくい材料による表面の仕上げ 適・否  

3 識別しやすい段の色 適・否  

4 つまずきにくい構造 適・否  

5 段がある部分の上端及び下端に近接する踊場部

分への点状ブロック等の敷設 
適・否 

除外・免除

階段 

6 主たる階段における回り階段の禁止 適・否 免除 

1 手すりの設置（勾配が 12 分の 1 を超え、又は

高さが 16 センチメートルを超える傾斜がある部

分に限る） 

適・否 除外 

2 粗面で滑りにくい材料による表面の仕上げ 適・否  

3 識別しやすい路面の色 適・否  

階 段 に 代

わり、又は

こ れ に 併

設 す る 傾

斜路 

4 両側に 5cm 以上の側壁等の設置 適・否  



 

 

 5 傾斜がある部分の上端及び下端に近接する踊場

の部分への点状ブロック等の敷設 
適・否 

除外・免除

(1)  腰掛便座及び手すり等を適

切に配置した便房の設置  
適・否 

1  用 途 面 積

1,000m 2 未満

の場合 (2)  操作が容易な給水栓を設け

た洗面器の設置  
適・否 

除外 

ア  十分な空間

の確保  
適・否 

(1)  車いす使

用 者 用 便 房 の

構造 イ  腰掛便座及

び手すり等の配

置  

適・否 

(2)  車いす使用者用便房を設置

した旨の表示 
適・否 

ア  洗面器の高

さ 
適・否 

2  用 途 面 積

1,000m 2 以上

の場合及び公

衆便所 

(3)  洗面器の

構造 

イ  操作が容易

な給水栓の設置 
適・否 

除外 

3 床置式小便器及び手すりの設置 適・否 除外 

4 乳幼児を置くことができる設備の設置及びその

旨の表示 
適・否 除外・免除

5 乳幼児のおむつ替えができる設備の設置及びそ

の旨の表示 
適・否 

除外 

便所 

6 洗浄装置付きの汚物流しの設置及びその旨の表

示 
適・否 

除外 

1 車いす使用者用駐車施設の設置 台分  

(1) 幅 350cm 以上  cm  

(2)  車いす使用者用駐車施設で

ある旨の表示 
適・否 

 

駐車場 

［除外］ 2  車 い す 使

用者用駐車施

設の構造 

(3)  駐車場に通ずる出入口に近

い位置への設置 
適・否 

 

1 粗面で滑りにくい材料による路面の仕上げ 適・否  

(1) 手すりの設置 適・否  

(2) 識別しやすい段の色 適・否  

2 段の構造 

(3) つまずきにくい構造 適・否  

(1) 手すりの設置 適・否 除外 

(2) 識別しやすい踏面の色 適・否  

敷 地 内 の

通路 

3  傾 斜 路 の

構造 

(3) 両側に 5cm 以上の側壁等の設

置 
適・否 

 

1 階段又は段の禁止 適・否 免除 

(1) 幅 80cm 以上   cm  

(2)  車いす使用者が容易に開閉

して通過できる構造の戸  
適・否 

除外 

2 出入口 

(3)  戸の前後に高低差がないこ

と。  
適・否 

除外 

(1)  幅 160cm 以上 (用途面積が

2,000m 2 未満の特定施設の場合は、

120cm 以上)  

 cm

 

(2) 50m 以内ごとに車いすの転回

に支障がない場所の設置  
適・否 

除外 

(3)  車いす使用者が容易に開閉

して通過できる構造の戸  
適・否 

除外 

3 廊下等 

(4)  戸の前後に高低差がないこ

と。  
適・否 

除外 

移 動 等 円

滑化経路 

［除外］ 

4 傾斜路(階 (1) 幅 120cm 以上(段に併設する

場合は、90cm 以上)  
 cm 

 



 

 

(2)  勾配 1／ 12 以下 (高低差が

16cm 以下の場合は、1／8 以下)  
1／ 

 段に代わり、

又はこれに併

設するものに

限る。) 
(3) 高低差 75cm 以内ごとに踏幅

150cm 以上の踊場の設置  
適・否 

除外 

(1) 利用居室、車いす使用者用便

房又は車いす使用者用駐車施設が

ある階及び地上階への停止  

適・否 

(2)  かご及び昇降路の出入口の

幅 80cm 以上  
 cm 

(3) かごの奥行き 135cm 以上   cm 

(4)  乗降ロビーの幅及び奥行き

150cm 以上  
 cm 

(5)  乗降ロビーは高低差がない

こと。  
適・否 

(6)  かご内及び乗降ロビーにお

ける車いす使用者が利用しやすい

位置への制御装置の設置  

適・否 

(7)  かご内における停止階及び

現在位置の表示装置の設置  
適・否 

(8)  乗降ロビーにおける到着す

るかごの昇降方向の表示装置の設

置  

適・否 

除外 

ア  かご内にお

ける到着階並び

にかご及び昇降

路の出入口の戸

の閉鎖を音声で

知らせる装置の

設置  

適・否 

イ  かご内及び

乗降ロビーにお

ける視覚障害者

が円滑に操作で

きる制御装置の

設置  

適・否 

(9)  用途面積

1,000m 2 以 上

の場合 

ウ  かご内又は

乗降ロビーにお

けるかごの昇降

方向を音声で知

らせる装置の設

置  

適・否 

除外 

ア  か ご の 幅

140cm 以上  
 m 2 

イ  車 いすが転

回できる構造  
適・否 

ウ  戸の開閉状

況を確認するこ

とができる鏡の

設置  

適・否 

5  エ レ ベ ー

ター 

(10)  用 途 面

積 2,000m 2 以

上の場合 

エ かご内に、手

すりの設置  
適・否 

除外 

ア 平成 12 年建

設省告示第 1413

号第 1号第 7号に

規定するもの  

適・否 

 

 

6  特 殊 な 構

造又は使用形

態のエレベー

ターその他の

昇降機 

(1)  エレベー

ターの場合 

イ  かごの床面

積 0.84m 2 以上 
 m 2 

 



 

 

 ウ  か ごの十分

な床面積の確保 
適・否 

   

(2)  エスカレ

ーターの場合 

 平成 12 年建設

省告示第 1417 号

第 1 ただし書に

規定するもの 

適・否 

 

(1)  幅 160cm 以上 (用途面積が

2,000m 2 未満の特定施設等の場合

は、120cm 以上)  

 cm 

 

(2) 50m 以内ごとに車いすの転回

に支障がない場所の設置  
適・否 

 

(3)  車いす使用者が容易に開閉

して通過できる構造の戸  
適・否 

除外 

(4) 戸の前後に高低差がない  適・否 除外 

(5) 排水溝の設置の禁止 適・否 免除 

ア 幅 120cm 以

上(段に併設する

場合は、90cm 以

上)  

 cm 

 

イ  勾 配 1／ 12

以 下 ( 高 低 差 が

16cm 以下の場合

は、1／8 以下)  

1／ 

 

 7  敷 地 内 の

通路 

(6)  傾斜路の

構造 

ウ 高低差 75cm

以内ごとに踏幅

150cm 以 上 の 踊

場 の 設 置 ( 勾 配

が 20 分の 1 を超

え る も の に 限

る) 

適・否 

除外 

1 エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施

設の配置を表示した案内設備の設置 
適・否 

 案内設備 

2 文字等の浮き彫り、音による案内及び点字その

他の設備の設置 
適・否 

 

1 線状ブロック等及び点状ブロック等の敷設又は

音声誘導設備の設置 
適・否 

免除 

2 車路に近接する部分への点状ブロック等の敷設 適・否  

案 内 設 備

ま で の 経

路 

［除外］ 3 段又は傾斜がある部分の上端及び下端に近接す

る部分への点状ブロック等の敷設 
適・否 

 

ア 幅 80cm 以上  cm  

イ  車いす使用者が容易に開閉し

て通過できる構造の戸  
適・否 

 

1  脱 衣 室 及

び洗い場の出

入口 

ウ 戸の前後に高低差がない  適・否  

2 脱衣室、洗

い場及び浴槽 

手すりの設置 
適・否 

 

浴室 

［除外］ 

3 操作が容易な給水栓の設置 適・否  

1 車いす使用者用客席部分及び集団補聴装置の設

置 
有・無 

 

(1) 幅 90cm 以上、奥行き 110cm

以上  
cm× cm

 

(2) 床は平坦で、滑りにくい材料

による仕上げ  
適・否 

 

(3) 床は、水平とすること。  適・否  

2  車 い す 使

用者用客席部

分の構造 

(4)  車いす使用者用客席部分で

ある旨の表示  
適・否 

 

客席 

［除外］ 

(1) 幅 120cm 以上  cm  



 

 

ア  勾配 1／ 12

以 下 ( 高 低 差 が

16cm 以下の場合

は、1／8 以下)  

1／ 

除外 

イ 高低差 75cm

以内ごとに踏幅

150cm 以 上 の 踊

場の設置  (勾配

が 20 分の 1 を超

え る も の に 限

る) 

適・否 

除外 

3  出 入 口 か

ら車いす使用

者用客席部分

に至る通路 

(2)  傾斜路及

び踊場の構造 

ウ  手すりの設

置 (勾配が)1/12

を超え又は高さ

が 16cm を超える

傾斜がある部分

に限る) 

適・否 

除外 

 

4 出入口に近い位置への車いす使用者用客席部分

の設置 
適・否 

 

1 乳幼児用ベッドその他これに類するものの設置 適・否  

2 手洗い設備の設置 適・否  

3 給湯器の設置 適・否  

授乳所等 

［除外］ 

4 いすの設置 適・否  

(1) 幅 80cm 以上   cm  

(2)  車いす使用者が容易に開閉

して通過できる構造の戸  
適・否 

除外 

1  出 入 口 の

構造 

(3)  戸の前後に高低差がないこ

と。  
適・否 

除外 

2 十分な床面積の確保 適・否  

ア  十分な空間

の確保  
適・否 

 (1)  車いす使

用 者 用 便 房 の

構造 イ  腰掛便座及

び手すり等の設

置  

適・否 

 

ア  洗 面器の高

さ  
適・否 

 (2)  洗面器の

構造 

イ  操作が容易

な給水栓の設置 
適・否 

 

ア 幅 80cm 以上  cm  

イ  車 いす使用

者が容易に開閉

して通過できる

構造の戸  

適・否 

 

3  便 所 の 構

造 

(3)  便所及び

便 房 の 出 入 口

の構造 

ウ  戸の前後に

高低差がないこ

と。  

適・否 

 

ア 幅 80cm 以上  cm  

イ  車 いす使用

者が容易に開閉

して通過できる

構造の戸  

適・否 

 

(1)  脱衣室及

び 洗 い 場 の 出

入口の構造 

ウ  戸の前後に

高低差がない  
適・否 

 

(2)  脱衣室、

洗 い 場 及 び 浴

槽の構造  

手すりの設置 

適・否 

 

客室 

［除外］ 

4  浴 室 の 構

造 

(3) 操作が容易な給水栓の設置 適・否  



 

 

(1) 幅 80cm 以上   cm  

(2)  車いす使用者が容易に開閉

して通過できる構造の戸  
適・否 

 

1  出 入 口 の

構造 

(3) 戸の前後に高低差がない  適・否  

2 十分な床面積の確保 適・否  

3 手すりの設置 適・否  

更 衣 室 及

び シ ャ ワ

ー室 

［除外］ 

4 操作が容易な給水栓の設置 適・否  

1 幅 80cm 以上  cm  

2 車いす使用者が通過する際に支障となる段を設

けない 
適・否 

 

レ ジ 通 路

及 び 改 札

口 

3 床は、水平とする 適・否  

1 読みやすい文字等による表示 適・否  案内板 

2 点字等による表示 適・否 除外 

1 見やすい位置の設置 適・否  標識 

2 表示すべき内容が容易に識別できるもの 適・否  



 

 

様式第 2 号その 2(第 7 条関係) 

施設整備項目調書(道路) 

 

道路の名称 線 道路の延長 ｍ

道路の所在地  

道路の種類  

 

整備項目 整備基準 整備状況 

1 歩道の有効幅員 200cm 以上（当分の間

150cm 以上） 
cm

有効幅員 

2 自転車歩行車道の有効幅員 300cm 以上 cm

1 平坦で、滑りにくく、水はけの良い仕上げ 適 ・ 否 

2 縦断勾配は 8％以下 適 ・ 否 

舗装 

3 横断勾配は 2%以下 適 ・ 否 

歩道等と車

道等の分離 

1 歩道等に設ける縁石の車道等に対する高

さ 15cm 以上 
cm

高さ 1 歩道等の車道等に対する高さ 2cm 適 ・ 否 

1 横断歩道に接続する歩道等の部分の縁端

は 2cm 
適 ・ 否 

横断歩道に

接続する歩

道等の部分 2 車椅子使用者が円滑に転回できる構造 適 ・ 否 

歩道等 

車両乗り入

れ部 
1 有効幅員 200cm 以上（当分の間 100cm 以上） cm

1 エレベーター又は傾斜路の設置 適 ・ 否 立体横断施

設 
2 歩道の有効幅員 100cm 以上 cm

1 かごの内法幅、内法奥行きとも 150cm 以上 cm

2  かごの内法幅 140cm 以上、内法奥行き

1.35cm 以上（出入口が複数あるものに限る）
cm× cm

3 かご及び昇降路の出入口の有効幅 90 ㎝以

上 
cm

4 かご及び昇降路の出入口の有効幅 80 ㎝以

上(有効幅員を 100cm まで縮小した場合) 
cm

5 かご及び出入口を確認するための鏡の設

置 
適 ・ 否

6 かご及び昇降路の出入口の戸について、か

ご外からかご内が視覚的に確認できる 
適 ・ 否

7 かご内への手すりの設置 

8 かご及び昇降路の出入口の戸の開閉時間

を延長する機能 
適 ・ 否

9 かご内における停止階及び現在位置の表

示装置の設置 
適 ・ 否

10 かご及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音

声装置の設置 
適 ・ 否

11 車いす使用者が円滑に操作できる位置の

操作盤の設置 
適 ・ 否

12 視覚障害者が容易に操作できる構造の操

作盤 
適 ・ 否

立 体 横 断

施設 

エレベータ

ー 

13 乗降口に接続する歩道等又は通路の部分

の有効幅、有効奥行きとも 150cm 以上 
cm



 

 

 14 到着するかごの昇降方向を音声により知

らせる装置の設置 
適 ・ 否

1 有効幅員 100cm 以上 cm

2 縦断勾配８％以下 適 ・ 否

3 横断勾配は設けない 適 ・ 否

4 二段式の手すりの設置 適 ・ 否

5 手すり端部に点字表示 適 ・ 否

6 平坦で、滑りにくく、かつ、水はけの良い

仕上げ 
適 ・ 否

7 勾配部分を容易に識別できる 適 ・ 否

8 両側に立ち上がり部及び柵等の設置 適 ・ 否

傾斜路 

9 高さ 75 ㎝以内ごとに踏み幅 150cm 以上の

踊場を設置 
適 ・ 否

1 上り専用と下り専用のものをそれぞれ設

置 
適 ・ 否

2 踏み段の表面及びくし板の滑りにくい仕

上げ 
適 ・ 否

3 3 枚以上の踏み段を同一平面上に配置 適 ・ 否

4 踏み段相互の境界が容易に識別できるも

の 
適 ・ 否

5 くし段と踏み段との境界が容易に識別で

きるもの 
適 ・ 否

6 エスカレーターへの進入の可否が表示さ

れた歩道等及び通路 
適 ・ 否

エスカレー

ター 

7 踏み段の有効幅は 60cm 以上 cm

1 有効幅員は 200cm 以上 cm

2 縦断勾配や横断勾配は設けない 適 ・ 否

3 両側に二段式の手すり 適 ・ 否

4 手すりの端部に点字表示 適 ・ 否

5 平坦で、滑りにくく、かつ、水はけの良い

仕上げ 
適 ・ 否 

通路 

6 両側に立ち上がり部及び柵等の設置 適 ・ 否 

1 有効幅員 150cm 以上 cm

2 両側に二段式の手すり 適 ・ 否 

3 手すりの端部に点字表示 適 ・ 否 

4 回り段としない 適 ・ 否 

5 平坦で、滑りにくく、かつ、水はけの良い

仕上げ 
適 ・ 否 

6 段を容易に識別できるもの 適 ・ 否 

7 つまずきにくい構造 適 ・ 否 

8 両側に立ち上がり部及び柵等の設置 適 ・ 否 

9 柵等の設置（階段の下面と歩道等の路面と

の間が 250cm 以下の歩道等の部分への侵入を

防ぐ場合） 

cm

10 踊場の設置（高さが 300cm を超える場合） 適 ・ 否 

 

階段 

11 踏み幅は、直階段の場合は 120cm 以上、

その他の場合にあっては当該階段の幅員の値

以上 

cm

バ ス の 停

留所 
1 歩道の車道に対する高さは 15cm cm



 

 

1 駐車台数に 50 分の 1 を乗じて得た数以上

（全駐車台数が 200 以下の場合） 
台

2 駐車台数に 100 分の 1 を乗じて得た数に２

を加えた数以上（全駐車台数が 200 を越える

場合） 

台

3 駐車施設へ通ずる歩行者の出入口からの

距離が短い 
適 ・ 否 

4 有効幅は 350cm 以上 cm

障害者用駐

車施設 

5 障害者用である事を見やすいように表示 適 ・ 否 

1 停車施設へ通ずる歩行者の出入口からの

距離が短い 
適 ・ 否 

2 有効幅、有効奥行きとも 150cm 以上 cm

障害者用停

車施設 

3 障害者用である事を見やすいように表示 適 ・ 否 

1 有効幅は 90 ㎝以上（1 以上の出入口は

120cm 以上） 
cm

2 戸の有効幅は 120cm 以上 cm

3 車いす利用者が円滑に開閉して通過でき

る構造（1 以上の出入口は自動的に開閉する

構造） 

適 ・ 否 

出入口 

4 段差が無い 適 ・ 否 

1 有効幅員は 200cm 以上 cm

2 段差が無い 適 ・ 否 

通路 

3 平坦で、かつ、滑りにくい仕上げ 適 ・ 否 

1 1 以上のエレベーターを出入口に近接して

設ける 
適 ・ 否 

2 かごの内法幅、内法奥行きとも 150cm 以上 cm

3  かごの内法幅 140cm 以上、内法奥行き

1.35cm 以上（出入口が複数あるものに限る）
cm× cm

4 かご及び昇降路の出入口の有効幅 90 ㎝以

上 
cm

5 かご及び昇降路の出入口の有効幅 80 ㎝以

上(有効幅員を 100cm まで縮小した場合) 
cm

6 かご及び昇降路の出入口の戸について、か

ご外からかご内が視覚的に確認できる 
適 ・ 否 

7 かご及び出入口を確認するための鏡の設

置 
適 ・ 否 

8 かご内及び昇降路における車いす使用者

が利用しやすい位置への制御装置の設置 
適 ・ 否 

9 かご内における停止階及び現在位置の表

示装置の設置 
適 ・ 否 

10 かご及び昇降路の出入口の戸の閉鎖音声

装置の設置 
適 ・ 否 

11 車いす使用者が円滑に操作できる位置の

操作盤の設置 
適 ・ 否 

エレベータ

ー 

12 視覚障害者が容易に操作できる構造の操

作盤 
適 ・ 否 

1 有効幅員 100cm 以上 cm

2 縦断勾配８％以下 ％

3 横断勾配は設けない 適 ・ 否 

4 二段式の手すり設置 適 ・ 否 

5 手すり端部に点字表示 適 ・ 否 

自 動 車 駐

車場 

傾斜路 

6 平坦で、滑りにくく、かつ、水はけの良い

仕上げ 
適 ・ 否 



 

 

7 勾配部分を容易に識別できる 適 ・ 否   

8 両側に立ち上がり部及び柵等の設置 適 ・ 否 

 9 高さ 75 ㎝以内ごとに踏み幅 150cm 以上の

踊場を設置 
適 ・ 否 

1 有効幅員 150cm 以上 cm

2 両側に二段式の手すり 適 ・ 否 

3 手すりの端部に点字表示 適 ・ 否 

4 回り段としない 適 ・ 否 

5 平坦で、滑りにくく、かつ、水はけの良い

仕上げ 
適 ・ 否 

6 段を容易に識別できるもの 適 ・ 否 

7 つまずきにくい構造 適 ・ 否 

8 両側に立ち上がり部及び柵等の設置 適 ・ 否 

9 柵等の設置（階段の下面と歩道等の路面と

の間が 250cm 以下の歩道等の部分への侵入を

防ぐ場合） 

適 ・ 否 

10 踊場の設置（高さが 300cm を超える場合） 適 ・ 否 

階段 

11 踏み幅は、直階段の場合は 120cm 以上、

その他の場合にあっては当該階段の幅員の値

以上 

cm

屋根 1 屋外に設けられる自動車駐車場の障害者

用駐車施設、障害者用停車施設及び歩行者の

出入口に通じる一以上の通路に屋根を設ける

適 ・ 否 

1 出入口付近に、男子用及び女子用の区別並

びに便所の構造を示すための点字による案内

板等設置 

適 ・ 否 

2 滑りにくい仕上げの床 適 ・ 否 

3 １以上の床置式小便器、壁掛式小便器等を

設置 
適 ・ 否 

4 手すりを設置する 適 ・ 否 

5 有効幅員は 200cm 以上 cm

6 段差を設けない 適 ・ 否 

7 平坦で、滑りにくい床 適 ・ 否 

8 出入口の有効幅は 80 ㎝以上 適 ・ 否 

9 出入口に段を設けない（傾斜路を設置する

場合を除く） 
適 ・ 否 

10 出入口に案内標識を設置する 適 ・ 否 

11 出入口の戸の有効幅は 80 ㎝以上 cm

12 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過

できる構造の戸 
適 ・ 否 

13 車椅子利用者の円滑な利用に適した広さ 適 ・ 否 

14 腰掛け便座及び手すりの設置 適 ・ 否 

 

便所 

15 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した

水洗器具 
適 ・ 否 

案内標識 1 点字、音声等により案内する設備のある案

内標識の設置 
適 ・ 否 

2 容易に識別できる色 適 ・ 否 視覚障害者

用誘導用ブ

ロック 

3 音声により視覚障害者を案内する設備を

設置 
適 ・ 否 

移 動 等 円

滑 化 の た

め に 必 要

な そ の 他

の施設等 

照明施設 4 歩道等、立体横断施設、バス停留所及び自

動車駐車場への照明設置 
適 ・ 否 

 

 



 

 

様式第 2 号その 3(第 7 条関係) 

 

施設整備項目調書(公園) 

 

公園の名称  公園の面積 ㎡

公園の所在地  

公園の種類  

 

整備項目 整備基準 整備状況 

1 有効幅員 120cm 以上 cm 

2 車いす使用者が通過する際に支障となる段

を設けない構造 
適 ・ 否 

3 車止めのさくの間隔は、90cm 以上 cm 

出入口 

4 出入口からの水平距離が 150cm 以上の水平面

を確保する 
cm

1 滑りにくい路面の仕上げ cm

2 有効幅員 180cm 以上   適 ・ 否 

3 縦断勾配 5％以下 ％

4 横断勾配 1％以下 ％

5 さく、視覚障害者誘導用ブロックその他の設

備の設置（転落のおそれのある場所） 
適 ・ 否 

通路 

6 公園施設との接続 適 ・ 否 

1 手すりの設置 適 ・ 否 

2 手すり端部付近に点字の貼り付け 適 ・ 否 

3 回り段が無いこと 適 ・ 否 

4 滑りにくい路面の仕上げ 適 ・ 否 

5 つまずきにくい構造 適 ・ 否 

6 階段の両側に立ち上がり部の設置 適 ・ 否 

階段 

7 階段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

1 幅は 120cm 以上 cm

2 縦断勾配 8％以下 ％

3 横断勾配は設けない 適 ・ 否 

4 滑りにくい路面の仕上げ 適 ・ 否 

傾斜路 (階段又

は段に代わり、

又はこれに併設

す る も の に 限

る) 

5 高さ 75 ㎝以内ごとに踏幅 150cm 以上の踊場

の設置（高さが 75 ㎝を超える傾斜路の場合） 
適 ・ 否 



 

 

6 両側に手すりの設置 適 ・ 否 
 

7 傾斜路の両側に手すりの設置 適 ・ 否 

1 出入口の幅は 120cm 以上 cm

2 車いす使用者が通過する際に支障となる段

を設けない構造(傾斜路を併設する場合を除く)
適 ・ 否 

3 段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

屋根付広場 

4 車椅子利用者の円滑な利用に適した広さの

確保 
適 ・ 否 

1 出入口の幅は 120cm 以上 cm

2 車いす使用者が通過する際に支障となる段

を設けない構造(傾斜路を併設する場合を除く)
適 ・ 否 

3 段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

4 戸の幅は 80 ㎝以上 cm

5 容易に開閉して通過できる構造の戸 適 ・ 否 

6 車椅子使用者の円滑な利用に適した構造の

カウンター 
適 ・ 否 

7 車椅子利用者の円滑な利用に適した広さの

確保 
適 ・ 否 

ア 滑りにくい表面の仕上げ 適 ・ 否 

イ 床置き敷き便器、壁掛式小便

器の設置 
適 ・ 否 

ウ 小便器に手すりを設置 適 ・ 否 

エ 出入口の幅は 80cm 以上 cm

オ 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造

(傾斜路を併設する場合を除く) 

適 ・ 否 

カ 段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

キ 標識の設置 適 ・ 否 

ク 戸の幅は 80 ㎝以上 cm

ケ 容易に開閉して通過できる

構造の戸 
適 ・ 否 

8 便所 

コ 車椅子利用者の円滑な利用

に適した広さの確保 
適 ・ 否 

ア 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造 
適 ・ 否 

イ 標識の設置 適 ・ 否 

休憩所及び管理

事務所 

9 便房 

ウ 腰掛便座及び手すりの設置 適 ・ 否 



 

 

  エ 高齢者、障害者の円滑な利用

に適した水洗器具の設置 
適 ・ 否 

ア 出入口の幅は 120cm 以上 cm

イ 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造

(傾斜路を併設する場合を除く) 

適 ・ 否 

1 出入口 

ウ 段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

ア 幅は 120cm cm

イ 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造

(傾斜路を併設する場合を除く) 

適 ・ 否 

ウ 段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

エ 縦断勾配 5％以下 ％

オ 横断勾配 1％以下 ％

カ 滑りにくい路面の仕上げ 適 ・ 否 

2 出入口と

車椅子使用

者用観覧ス

ペース及び

便所戸の間

を構成する

通路 

キ さく、視覚障害者誘導用ブロ

ックその他の設備の設置（転落の

おそれのある場所） 

適 ・ 否 

ア 車椅子用観覧スペースの設

置 
適 ・ 否 

イ 幅は 90 ㎝以上 cm

ウ 奥行きは 120cm 以上 cm

エ 車いす使用者が利用する際

に支障となる段を設けない構造 
適 ・ 否 

3 車椅子用

観覧スペー

ス 

オ さく、その他の設備の設置

（転落のおそれのある場所） 
適 ・ 否 

ア 滑りにくい表面の仕上げ 適 ・ 否 

イ 床置き敷き便器、壁掛式小便

器の設置 
適 ・ 否 

ウ 小便器に手すりを設置 適 ・ 否 

エ 出入口の幅は 80cm 以上 cm

オ 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造

(傾斜路を併設する場合を除く) 

適 ・ 否 

カ 段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

キ 標識の設置 適 ・ 否 

ク 戸の幅は 80 ㎝以上 cm

野外劇場、野外

音楽堂 

4 便所 

ケ 容易に開閉して通過できる

構造の戸 
適 ・ 否 



 

 

 コ 車椅子利用者の円滑な利用

に適した広さの確保 
適 ・ 否 

ア 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造 
適 ・ 否 

イ 標識の設置 適 ・ 否 

ウ 腰掛便座及び手すりの設置 適 ・ 否 

 

5 便房 

エ 高齢者、障害者の円滑な利用

に適した水洗器具の設置 
適 ・ 否 

1 車いす使用者用駐車部分の設置 適 ・ 否 

ア 幅 350cm 以上  cm 

自動車駐車場 

2 車いす使

用者 用駐 車

部分の構造 
イ 車いす使用者用駐車部分で

ある旨の表示  
適 ・ 否 

ア 滑りにくい表面の仕上げ 適 ・ 否 

イ 床置き敷き便器、壁掛式小便

器の設置 
適 ・ 否 

ウ 小便器に手すりを設置 適 ・ 否 

エ 出入口の幅は 80cm 以上 cm

オ 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造

(傾斜路を併設する場合を除く) 

適 ・ 否 

カ 段と傾斜路の併設 適 ・ 否 

キ 標識の設置 適 ・ 否 

ク 戸の幅は 80 ㎝以上 cm

ケ 容易に開閉して通過できる

構造の戸 
適 ・ 否 

1 便所 

コ 車椅子利用者の円滑な利用

に適した広さの確保 
適 ・ 否 

ア 車いす使用者が通過する際

に支障となる段を設けない構造 
適 ・ 否 

イ 標識の設置 適 ・ 否 

ウ 腰掛便座及び手すりの設置 適 ・ 否 

便所 

2 便房 

エ 高齢者、障害者の円滑な利用

に適した水洗器具の設置 
適 ・ 否 

1 表示された内容が容易に識別できるもの 適 ・ 否 
掲示板及び標識 

2 園路及び広場の出入口付近への設置 適 ・ 否 

 



 

 

様式第 2 号その 4(第 7 条関係) 

 

施設整備項目調書(建築物以外の路外駐車場) 

 

路外駐車場の名称  面積 ㎡

路外駐車場の所在地  

 

整備項目 整備基準 整備状況 

1 車いす使用者用駐車施設の設置 適  ・ 否

ア 幅 350cm 以上 c m

イ 車いす使用者用駐車施設であ

る旨の表示 
適  ・ 否

2 車いす

使用者用

駐車施設

の構造 

ウ 車いす使用者用駐車施設に通

ずる出入口に近い位置への路外駐

車場移動等円滑化経路の設置 

適  ・ 否

ア 段を設けない（傾斜路を併設

する場合を除く） 
適  ・ 否

イ 出入口の幅は 80cm 以上 c m

(ｱ)幅は 120cm 以上 c m
ウ 通路 

(ｲ)50ｍ以内ごとに

車いすの転回に支

障のない場所の設

置 

適  ・ 否

(ｳ)段に代わるもの

は 120cm 以上 
c m

(ｴ)段に併設するも

のは 90cm 以上 
c m

(ｵ)勾配は 12 分の 1

以内 

(ｶ)高さ 75 ㎝以内ご

とに踏幅 150cm 以上

の踊場の設置（高さ

が 75 ㎝を超える傾

斜路の場合） 

適  ・ 否

エ 傾斜路 

(ｷ)手すりの設置 適  ・ 否

(ｱ) 有効幅員 80cm

以上 
c m

駐車場 

3 高齢

者、障害者

等が円滑

に利用で

きる経路 

  

オ 歩行者

用の出入口

の構造 

(ｲ) 車いす使用者

が通過する際に支

障となる段を設け

ない構造 

適  ・ 否

 



 

 

様式第 3 号(第 8 条関係) 

 

年  月  日 

 

  松江市長    様 

 

住所           

〔届出者〕 氏名           印 

(法人の場合にあっては主たる事務所

の所在地、名称及び代表者の氏名)    

電話番号           

〔連絡先〕  

 

 

 

特別特定施設新築等変更届出書 

 

 

 松江市ひとにやさしいまちづくり条例(平成 20 年松江市条例第 36 号)第 17 条の

規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

特別特定施設の所在地  

特 別 特 定 施 設 の 種 類 
１ 建築物  ２ 道路 ３ 公園 

４ 建築物以外の路外駐車場 

特 別 特 定 施 設 の 名 称  

主 要 用 途  

変 更 前  

変 更 の 内 容 

変 更 後  

変 更 に 係 る 工 事 の 

予 定 年 月 日 
着手 平成 年 月 日 完了 平成 年 月 日 

※ 特 別 特 定 施 設 

  届 出 の 受 付 番 号 

第  号 

  年  月  日 

 

注 1 変更に係る部分の施設整備項目調書(様式第 2 号)及び別表第 3 に掲げる図

書を添付してください。 

 2 正本 1 部及び副本 1 部を提出してください。 

 3 「特別特定施設の種類」欄は、該当するものを○で囲んでください。 

 4 ※印のある欄は、記入しないでください。 



 

 

様式第 4 号(第 9 条関係) 

 

年  月  日 

 

  松江市長    様 

 

住所           

〔届出者〕 氏名           印 

(法人の場合にあっては主たる事務所

の所在地、名称及び代表者の氏名)    

電話番号           

〔連絡先〕  

 

特別特定施設新築等完了届出書 

 

 

 松江市ひとにやさしいまちづくり条例(平成 20 年松江市条例第 36 号)第 20 条第

1 項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

特別特定施設の所在地  

特別特定施設の種類 
１ 建築物  ２ 道路  ３ 公園 

４ 建築物以外の路外駐車場 

工事種別 

１ 新築又は新設  ２ 増築又は増設 

３ 改築又は改修  ４ 用途の変更 

５ 大規模の修繕  ６ 大規模の模様替 

名   称  主要用途  

構   造  階数 地上 階・地下 階 

用 途 区 分 新 築 等 の 部 分 既 存 の 部 分 合 計

 ㎡ ㎡ ㎡

 ㎡ ㎡ ㎡

 ㎡ ㎡ ㎡

その他用途 ㎡ ㎡ ㎡

延

べ

面

積 

合 計 ㎡ ㎡ ㎡

共 同 住 宅 戸数・室数 戸・室

建 

 

築 

 

物 

路 外 駐 車 場 用途面積 ㎡ 駐車台数 台

道 路 
延長        ｍ（うち歩道延長  ｍ） 

幅員        ｍ（うち歩道幅員  ｍ） 

公 園 名称  
種

類
 

面

積
 

駐車台数 台 

特

別

特

定

施

設

の

概

要 

建 築 物 以 外 の 

路 外 駐 車 場 
名称 

 

 用途面積 ㎡ 

工 事 完 了 年 月 日 着手 平成 年 月 日
完

了
平成 年 月 日 

※特別特定施設届出の受付番号 第  号    年  月  日 

注 1 変更に係る部分の施設整備項目調書(様式第 2 号)及び別表第 3 に掲げる図

書を添付してください。 

 2 正本 1 部及び副本 1 部を提出してください。 

 3 「特別特定施設の種類」欄は、該当するものを○で囲んでください。 

 4 ※印のある欄は、記入しないでください。 



 

 

               （表 面） 

 

様式第 5 号(第 10 条関係) 

 

年  月  日 

 

  松江市長    様 

 

住所           

〔届出者〕 氏名           印 

(法人の場合にあっては主たる事務所

の所在地、名称及び代表者の氏名)    

電話番号           

〔連絡先〕  

 

 

特別特定施設適合状況報告書 

 

 

 松江市ひとにやさしいまちづくり条例(平成 20 年松江市条例第 36 号)第 21 条第

1 項の規定により、関係書類を添えて報告します。 

特別特定施設の所在地  

特別特定施設の種類 
１ 建築物  ２ 道路 ３ 公園 

４ 建築物以外の路外駐車場 

工事種別 

１ 新築又は新設  ２ 増築又は増設 

３ 改築又は改修  ４ 用途の変更 

５ 大規模の修繕  ６ 大規模の模様替 

名   称  主要用途  

構   造  階数 地上 階・地下 階 

用 途 区 分 新 築 等 の 部 分 既 存 の 部 分 合 計

 ㎡ ㎡ ㎡

 ㎡ ㎡ ㎡

 ㎡ ㎡ ㎡

その他用途 ㎡ ㎡ ㎡

延

べ

面

積 

合 計 ㎡ ㎡ ㎡

共 同 住 宅 戸数・室数 戸・室

建 

 

築 

 

物 

路 外 駐 車 場 用途面積 ㎡ 駐車台数 台

道 路 
延長        ｍ（うち歩道延長  ｍ） 

幅員        ｍ（うち歩道幅員  ｍ） 

公 園 
名

称 
 

種

類
 

面

積
 

駐車台数 台 

特

別

特

定

施

設

の

概

要 

建 築 物 以 外 の 

路 外 駐 車 場 

名

称 

 

 用途面積 ㎡ 

※特別特定施設届出の受付番号 第  号    年  月  日 

注１ 正本 1 部及び副本 1 部を提出してください。 

２ 「特別特定施設の種類」欄は、該当するものを○で囲んでください。 

 ３ 施設整備の計画がある場合は裏面も記載してください。 

 ４ ※印のある欄は、記入しないでください。 



 

 

 

（裏 面） 

整備計画項目 内容・時期等 

１ 廊下等  

２ 階段・傾斜路  

３ 便所  

４ 駐車場  

５ 

敷地内の通路

（公園園路を

含む） 

 

６ 案内設備  

７ 客席・客室  

８ 浴室  

９ エレベーター  

１０ その他  

 

整備計画がある場合は該当欄にその内容を記載してください。 



 

 

様式第 6 号(第 12 条関係)  

 

 (表) 

 

第     号

  

身分証明書 

 

   写真                所属 

                     職名 

                     氏名 

年  月  日生 

 

上記の者は、松江市ひとにやさしいまちづくり条例(平成 20 年松江市条例

第 36 号)第 24 条第 2 項の規定による立入調査の権限を有する者であること

を証明する。 

 

        年  月  日交付 

  

松江市長          印 

 

 

 

 

(裏) 

 

 

 

 

1 本証は、立入調査を行う場合には必ず携帯しなければならない。 

 

2 本証は、関係人の請求があった場合においては、何時でもこれを提示しな

ければならない。 

 

3 本証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

 

 

 縦 6 セ ン チ メ ー ト ル 、 横 9. 2 セ ン チ メ ー ト ル  

 


